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第一部 【証券情報】 

第１ 【募集要項】 

１ 【新規発行株式】 

 

種類 発行数 

普通株式 200株 

(注) １ 平成23年7月27日開催の取締役会決議によっています。 

２ 発行数については、申込状況により今後の取締役会において変更される可能性があります。 

 

２ 【募集の方法】 

(1) 本募集は、募集取扱証券会社に口座をお持ちの方のみを対象とします。募集取扱証券会社に口座を

お持ちでない方は、口座開設手続きが必要です。 

 

(2) 募集取扱証券会社は募集価額をもって募集の取扱を行い、払込期日に発行価額の総額を当社に支払

うものとし、本募集における募集価額と発行価額との差額の総額は募集取扱証券会社の手取金とし

ます。当社は募集取扱証券会社に対して募集取扱手数料を支払いません。 

 

(3) 本募集における申込株式数が募集株式数を超える場合は抽選によることとし、申込株式数が募集株

式数に達しない場合は申込株式数をもって発行株式数とします。 

 

区分 発行数(株) 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

一般募集 200 10,000,000 5,000,000

(注) 発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であります。 
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３ 【募集の条件】 

 

種類 
募集価額 
(円) 

発行価額 
(円) 

資本組入額
(円) 

申込株数
単位
（株）

証券会社申込取扱期間 
申込証拠金 

(円) 
証券会社への 
お振込期日 

普通株式 
55,000 

(注)１ 

50,000 

(注)１ 
25,000 1 

自 平成23年 8月 1日(月)

至 平成23年 9月30日(金)

１株につき 

55,000 
平成23年 
9月30日(金) 

摘要 

１ 申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ(注)２「口座開設申込書」(募集取扱証券会社

に既に口座をお持ちの方は不要です)、「株式申込依頼書」、「名義書換請求書」、「株主票」に

所定事項をご記入・捺印の上「ご本人様確認書類」(同)及び申込証拠金を添えて申込をするものと

します。 

２ 申込株式数が募集株式数に達しない場合には、申込株式数をもって発行株式数とします。 

３ 申込株式数が募集株式数を上回った場合には、募集取扱証券会社による公平中立な抽選により割当

先及び割当株式数を決定します。その場合には、募集取扱証券会社は割当を受けられなかった株数

に応じ、申込証拠金を返還します。 

４ 申込証拠金(上記３による返還部分を除く)のうち、発行価額払込相当額(１株につき50,000円)を払

込期日(平成23年10月5日)に新株式払込金に振替充当します。 

５ 申込証拠金には利息をつけません。 

６ 取引開始日は平成23年11月7日を予定しています(事情により変更する可能性があります)。なお、

株券は募集取扱証券会社の保護預りとなります。 

７ 募集の取扱は、募集価額にて行います。募集価額及び発行価額の決定に当たっては、事業内容、経

営成績及び財政状態等を参考にいたしました。その結果、募集価額は55,000円、発行価額は50,000

円に決定いたしました。 

(注) １ ２〔募集の方法〕の(2)に記載の通り、募集価額と発行価額との差額の総額は募集取扱証券会社の手取

金となります。 

２ 募集取扱証券会社によって手続き書類が異なる場合もあります。取扱証券会社へお問い合せ下さい。 

 

① 【申込取扱場所】 

 

募集取扱証券会社の名称及び取扱部店 住所 

キャタリスト証券株式会社 本店 沖縄県那覇市泊二丁目15番9号 

 

② 【払込取扱場所】 

 

店名 所在地 

沖縄銀行        本店 沖縄県那覇市久茂地三丁目10番1号 
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４ 【新規発行による手取金の使途】 

(1) 【新規発行による手取金の額】 

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円) 

10,000,000 3,000,000 7,000,000

(注) 発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。 

 

(2) 【手取金の使途】 

上記差引手取概算額7,000,000円は、当社グループの事業拡大への投資と運転資金（新規採用によ

る増加人件費、広告宣伝費、ソフトウェア開発費、施設移転関連費用、事業買収関連費、ほか）に

充当する予定です。 
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第２ 【募集に関する特別記載事項】 

(1）株式の流通について 

当社の株式は、日本証券業協会が定めるグリーンシート銘柄として指定を受け、流通することを

予定しています。 

グリーンシート銘柄は、金融商品取引所上場銘柄と比較すると流動性が低く、指定後の株価が激

しく変動する可能性があるほか、売却する場合に長期間を要する可能性があります。日本証券業協

会に取扱会員もしくは準取扱会員として届けを行っている証券会社（以下取扱証券会社）によって

のみ取扱が行われるため、取扱証券会社数が増加すれば当社株式の流通性は高まる可能性がありま

すが、一方、全ての取扱証券会社が取扱を廃止した場合には流通性は失われることになります。 

また、取扱証券会社各社において、取引停止、取扱廃止その他の取扱基準が異なる可能性がある

ため、投資に際しては取扱証券会社の取扱基準をあらかじめ確認する必要があります。 

 

(2) 引受が行われないことについて 

当社は、グリーンシート銘柄として公募増資を実施いたしますが、金融商品取引所への上場の場

合とは異なり、証券会社による新株式の引受は行われません。従いまして、今回の公募増資におい

て投資家からの申込株式数が募集予定株式数を下回った場合には、予定通りの資金調達が行えなく

なり、当社の事業展開に重大な影響を与える可能性があります。 
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第二部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

回次 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 

決算年月 平成18年9月 平成19年9月 平成20年9月 平成21年9月 平成22年9月

売上高 (千円) ― ― ― ― 437,097

経常利益 (千円) ― ― ― ― 7,246

当期純利益 (千円) ― ― ― ― 6,897

純資産額 (千円) ― ― ― ― △70,425

総資産額 (千円) ― ― ― ― 343,361

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― △7,042.60

１株当たり当期純利益金額 (円) ― ― ― ― 689.76

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ― △20.5

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― △9.3

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 30,450

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 20,794

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △60,925

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) ― ― ― ― 38,762

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用者数〕

(名) ― ― ― ― 
150
〔―〕

(注) １．当社は第11期より連結財務諸表を作成しております。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．自己資本利益率については、期末の純資産がマイナスとなるため、記載しておりません。 

５．当社株式は非上場であるため株価収益率を算定しておりません。 

６．第11期の会計数値については「会社法第444条第４項」の規定に準じた監査を受けていますが、キャッ

シュ・フローの指標につきましては監査を受けておりません。 

７．株式会社ユースについては平成22年9月に完全子会社化しているため、売上高、経常利益、当期純利益

については、株式会社ユースの経営成績は含まれておりません。株式会社ユースの経営成績については、

【事業等のリスク】（2）に記載しております。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 

決算年月 平成18年9月 平成19年9月 平成20年9月 平成21年9月 平成22年9月

売上高 (千円) 554,875 742,236 879,977 591,709 420,009

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 4,582 940 17,588 △10,544 47,498

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) 4,108 506 9,876 △46,218 41,596

資本金 (千円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (株) 100 100 100 10,000 10,000

純資産額 (千円) 20,434 20,941 2,860 △65,586 △23,989

総資産額 (千円) 357,909 467,608 412,837 250,407 222,464

１株当たり純資産額 (円) 204,345.22 209,410.70 28,605.48 △6,558.60 △2,398.99

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり当期純利益又は
当期純損失金額(△) 

(円) 41,081.66 5,064.55 98,764.46 △4,621.80 4,159.63

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 5.7 4.5 0.7 △26.2 △10.8

自己資本利益率 (％) 20.1 2.4 345.3 ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用者数〕

(名) 
100
〔―〕

109
〔―〕

151
〔―〕

99 
〔―〕

66
〔―〕

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第9期は平成20年9月1日に株式会社フリーウェアソリューションを、第10期は平成21年1月1日に株式会

社トライアンフキャリアを、それぞれ吸収合併致しました。 

３．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、第7期から第9期については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。第10期及び第11期については、新株予約権の残高がありますが、当社

株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．第10期及び第11期の自己資本利益率については、期首又は期末の純資産がマイナスとなるため、記載し

ておりません。 

５．当社株式は非上場であるため株価収益率を算定しておりません。 

６．第11期の会計数値については「会社法第436条第２項第１号」の規定に準じた監査を受けていますが、

第7期から第10期までの会計数値につきましては監査を受けておりません。 
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２ 【沿革】 

 

年月 概要 

平成10年 4月 東京都中野区にて現代表取締役である小澤勝が個人事業として創業（情報技術コンサル

ティング事業） 

平成10年10月 合資会社トライアンフコーポレーション設立 

平成11年10月 当社設立 （業務拡大に従い組織変更） 

平成15年 4月 日本ヒューレット・パッカード社と販売代理店契約締結 

平成17年 6月 株式会社Adesta(東京都練馬区／ソフトウェア販売業)を株式取得により子会社化 

平成17年 7月 株式会社Adestaを株式会社フリーウェアソリューションに商号変更 

平成17年 7月 有限会社トライアンフキャリア設立(100％出資） 

平成17年 9月 有限会社トライアンフキャリアを株式会社トライアンフキャリアに組織変更 

平成17年12月 株式会社フリーウェアソリューションを資本金3,000万円に増資 

平成17年12月 株式会社トライアンフキャリアを資本金2,000万円に増資 

平成18年 3月 株式会社フリーウェアソリューションを資本金9,000万円に増資 

平成18年 6月 株式会社トライアンフキャリアを資本金4,000万円に増資 

平成20年 9月 株式会社フリーウェアソリューションを吸収合併 

平成21年 1月 株式会社トライアンフキャリアを吸収合併 

平成21年 7月 インフォメーションサービスフォース株式会社設立 

平成21年 8月 インフォメーションサービスフォース株式会社へ情報技術サービス事業第1次事業譲渡 

平成22年 4月 リンガフランカ株式会社(東京都新宿区／国際交流ラウンジ)を実質支配力基準により完

全子会社化 

平成22年 9月 株式会社ユース(東京都中央区／情報サービス業)を全株式取得により完全子会社化 

平成22年10月 インフォメーションサービスフォース株式会社へ情報技術サービス事業第2次事業譲渡 

平成22年10月 リンガフランカ株式会社の全株式取得 

平成23年 1月 インフォメーションサービスフォース株式会社が吸収分割により株式会社ユースの全て

の事業を承継 

平成23年 1月 インフォメーションサービスフォース株式会社へ情報技術サービス事業第3次事業譲渡

(情報技術サービス事業の全ての事業譲渡の完了) 

平成23年 1月 純粋持株会社となる 

平成23年 1月 インフォメーションサービスフォース株式会社を資本金3,000万円に増資 

平成23年 2月 リンガフランカ株式会社を資本金1,500万円に増資 

 

当社は、創業以来十余年ソフトウェア技術をコア・コンピタンスと位置付けて、ＩＴコンサルティン

グ、システム・エンジニアリング・サービス、人材派遣サービス、教育サービスなど、コンピュータ・

システムに関する多様なサービスを提供して参りました。平成23年1月、弊社企業グループの事業ポート

フォリオの最適化を図り企業グループの発展を戦略的に牽引する体制を構築する目的から、当社は、情

報技術サービス事業に関する経営資源の全てをインフォメーションサービスフォース株式会社（完全子

会社）へ事業譲渡して、純粋持株会社へ移行しました。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社（株式会社トライアンフコーポレーション）及び完全子会社3社で構成されてい

ます。当社は、純粋持株会社として、事業子会社の経営管理を行っています。事業子会社であるインフ

ォメーションサービスフォース株式会社は、情報技術サービスを主事業としています。リンガフランカ

株式会社は、国際交流サービスを主事業としています。株式会社ユースは、平成23年1月1日に吸収分割

によりインフォメーションサービスフォース株式会社に全ての事業を承継しており、現在は事業を行っ

ておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) インフォメーションサービスフォース株式会社 

インフォメーションサービスフォース株式会社（略称：ISForce）は、情報技術サービス事業を

行っており、情報技術をコア・コンピタンスとする多様な製品とサービスを提供しています。事業

部制度によって収益管理を行っており、以下に示す４つの製品とサービスを事業部毎の計画に沿っ

て区分して取扱っています。 

 

① システム・プロダクト・ビジネス（SPB） 

インフォメーションサービスフォース株式会社では、自社ソフトウェア製品の開発・販売と、

保守・カスタマイズを行っています。 

「みまさか」シリーズは、全国約1,500社に販売実績がある中小企業および中堅企業向けの基幹

業務ソフトウェアであり、発売以来約20年に渡って企業の業務効率化に貢献しています。みまさ

かシリーズの製品構成は、会計、販売、メディア管理の3つであり、これらは全て「美作ツール」

  

 

吸収分割 

インフォメーション 株式会社ユース リンガフランカ株式会社 

株式会社トライアンフコーポレーション 

2011年1月1日 

サービスフォース株式会社 
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と呼ばれる独自の4GL（第四世代言語）によって開発されており、日本語でプログラミングが可能

であるという特徴を持っています。製品は、自社のマーケティング・グループにおいて直販して

いるほか、販売代理店（約100社）を通じて行われています。 

Lukeは、既成のアプリケーション・ソフトウェアを、改変することなくWebブラウザから起動す

ることができるソフトウェア実行環境（WEBイネーブリング）を提供するサーバー・サイド・コン

ピューティング・ソリューションです。クライアント端末はWebブラウザからサーバーのアプリケ

ーションを使用するため、クライアント端末へのソフトウェアインストールが不要であり、スマ

ートフォン等のモバイル端末からでもアクセスができ、クライアント端末からの情報漏えいの危

険性が無くなるなど多くの利点があり、SaaSと同等のホスティング・サービスを低コストで実現

することができます。 

Leiaは、パソコンのUSBポートに挿入するだけで、Citrix XenAPP, GO-Global、Microsoft 

Windows Remote Desktopに対応したシンクライアント・デバイスです。USB指紋認証機能付である

ため、強固なセキュリティを実現し、指紋認証USBメモリーとしても使用することができます。

Lukeと組み合わせることによって、高価な専用端末を導入することなく、サーバー・サイド・コ

ンピューティング・システムを構成することができます。 

これら製品のユーザーは、保守契約を締結することによって、ヘルプデスクを通じてシステム

の操作指導、遠隔操作、不具合の原因解明等の保守サービスを受けることができます。また、ユ

ーザーのニーズに応じた製品のカスタマイズにも対応しています。 

自社製品に加えて、他社製品との組合せによるソリューションを提供することもあり、ハード

ウェア（パソコン、サーバー、周辺機器等）については、ヒューレット・パッカード社を仕入先

として同社製品の販売代理業務を行っています。 

 

【取扱自社製品一覧】 

・みまさか会計Ⅱ（会計管理システム） 

・みまさか販売Ⅱ（販売管理システム） 

・みまさかメディア管理（磁気メディア管理システム） 

・美作ツール（第四世代ソフトウェア開発言語） 

・Luke（サーバー・サイド・コンピューティング） 

・Leia（USB指紋認証シンクライアント） 

 

【取扱他社製品一覧】 

・ヒューレット・パッカード社製ハードウェア製品 

 

② システム・インテグレーション・サービス（SIS） 

システム・インテグレーション・サービスは、東京を中心とする首都圏の大手企業を主要顧客

として、コンピュータ・システムを請負契約によって開発するサービスです。Linuxおよび

Microsoft Windowsをプラットフォームとしたソフトウェア開発に多くの実績があります。本社開

発室には開発用機材として、サーバー20式以上、パソコン100式以上を保有しており、お客様の急

な要望に応えられる体制を整えています。当サービスは、業務の一部をビジネス・パートナーへ

委託することがあります。 

 

③ システム・エンジニアリング・サービス（SES） 

システム・エンジニアリング・サービスは、東京を中心とする首都圏の大手企業を主要顧客と
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して、ソフトウェアの開発業務・運用業務を委任契約によって行うサービスです。情報技術に関

するコンサルティング業務、事前に仕様を定めることができない流動的なソフトウェア開発の業

務、コンピュータ・システムの運用業務をサービス提供の対象としています。金融、証券、流通、

通信の分野で多くの実績があり、上場企業を中心に200社以上との取引実績があります。当サービ

スは、業務の一部をビジネス・パートナーへ委託することがあります。 

 

④ エンジニア・スタッフィング・サービス（人材派遣） 

エンジニア・スタッフィング・サービスは、東京を中心とする首都圏の大手企業を主要顧客と

して、システム・エンジニア、プログラマー、OA機器オペレーターなどのIT技術者を顧客企業へ

人材派遣するサービスです。派遣社員は、登録制による応募者ではなく正規社員であり、安定し

たサービス供給を行う体制が確立しています。 

 

(2) リンガフランカ株式会社 

リンガフランカ株式会社では、国際交流サービス事業を行っており、イギリス英語とアメリカ英

語だけでなく、インド、シンガポール、フィリピン、マレーシア、香港など公用語として話す英語、

またはアジア太平洋地域で話されているピジン英語、あるいは日本、韓国、中国のように外国語と

して話す英語など、国際英語（International English）にフォーカスを当てた、実践的な英語教育

と異文化交流サービスを提供しています。英語によるカンバセーションおよびプレゼンテーション

ならびに異文化交流に関する各種イベントを行う国際交流ラウンジ（東京都新宿区）を運営してい

ます。 

 

① 国際交流ラウンジ・サービス 

国際交流ラウンジ・サービスは、国際交流ラウンジの会員顧客を対象に、異文化交流の機会を

提供するサービスです。国際交流ラウンジでは、外国人スタッフを囲んで、英語によるディスカ

ッション、ゲーム、ビデオ上映、ロールプレイングのほか、ESL(English as a Second Language)

に基づいた英会話能力の向上を促す様々なプログラムを提供しています。 

また、月に１～２回程度、海外文化を紹介するカントリー・プレゼンテーションや、国際交流

パーティーなどの特別セッションを開催しています。マレーシアの観光名所の紹介、モルドバ産

ワインの試飲会、スリランカのセイロン紅茶の賞味会、ウズベキスタン家庭料理の試食会、ブッ

タの生まれ故郷ルンビニの紹介、イスラム教モスクの見学、キリスト教会でのゴスペル鑑賞、沖

縄基地問題を基地出身米国人とディスカッション、各国大使館のVIPによる講演会など、利用者に

とって異文化交流を楽しみながら語学能力を向上させることができるイベントを提供しています。 

 

② 語学研修サービス 

国際交流ラウンジでは、企業向け語学研修プログラムも提供しています。プログラムは、主に

基礎英語（読・聞・話・書）、グラマー（英文法）、ボキャブラリー（単語・熟語）、カンバセ

ーション（英会話）の４つのコースが１ヶ月160時間で構成され、毎月１回TOEIC模擬試験を行う

ことで、学習進度を計ることが可能です。 

リンガフランカでは、企業向け英会話レッスンを行う出張英会話サービスも提供しています。

出張英会話サービスでは、使用教材を相談によって決定のうえ、出張場所、曜日、時間の指定が

可能です。なお、平成22年8月、武蔵境自動車教習所（東京都武蔵野市）と提携して、自動車教習

所内で教習生の待ち時間を利用した英会話サービスを開始いたしました。これは、世界で初めて

の試みとしてＮＨＫワールドで報道されました。 
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以上の説明を事業系統図によって示すと次の通りとなります。 
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４ 【関係会社の状況】 

 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

(％) 
関係内容 

     

インフォメーションサービスフ
ォース㈱ 

東京都新宿区 30,000 情報技術サービス事業 100.0 役員の兼任3名 

リンガフランカ㈱ 東京都新宿区 15,000 国際交流サービス事業 100.0 役員の兼任1名 

㈱ユース 東京都新宿区 83,781 ― 100.0 役員の兼任3名 

 (注)1 有価証券報告書又は有価証券届出書を提出している会社はありません。 

2 インフォメーションサービスフォース株式会社及びリンガフランカ株式会社は、特定子会社に該当します。 

3 株式会社ユースは平成23年1月1日をもって、インフォメーションサービスフォース株式会社へ吸収分割に

より全ての事業を承継しており、本会社内容説明書提出日現在、事業を行っておりません。平成23年3月

16日に解散決議を行い、清算手続を開始する予定です。 

 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成22年12月31日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

140  34.4 6.5 3,746 

(注) 1.従業員は、当社グループ全体の就業人員であり、パート、アルバイトは採用しておりません。 

2.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

(2) 労働組合の状況 

当社グループにおいて労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

平成20年から続く世界的不況が長期化したことは、当社の業績に深刻な影響を与えました。受注

の大幅な減少により、当社の単体売上高（持株会社化前）は、平成20年9月期に創業以来最高となる

879,977千円を記録した後、平成21年9月期は591,709千円となり、前年比33%もの減少となりました。

当社は、これに対して、子会社の整理、支店の閉鎖、本社移転等によって抜本的なコスト削減を行

いました。 

当連結会計年度における当社グループは、情報技術サービス事業において、前述した売上の急激

な減少下においても雇用を維持するために、人件費調整と公的助成金制度の活用を行いました。更

に、マーケティング戦略の見直し、営業部門社員の増員、非稼働技術部門社員の教育研修を行った

ところ、平成22年4月頃から急速に受注が増加して、平成21年8月には一時期50%以下まで減少してい

た技術者稼働率は平成22年6月には85%まで回復し、その後も受注は順調に増加しました。その結果、

平成22年9月期の売上高は420,009千円と2か年連続で減少したものの、経常利益では黒字転換を果し

ました。 

国際交流サービス事業（リンガフランカ株式会社）におきましては、平成22年7月に国際交流ラウ

ンジを設置しました。営業開始からまだ間もないため収益は少なく、一方、国際交流ラウンジの開

設準備に費用を要したため、平成22年9月期の売上は170千円、経常損失6,916千円となりました。 

また、当社グループは、平成22年9月、株式会社ユースの全発行済株式を取得して、同社をグルー

プ傘下に編入しました。このため、当社グループの情報技術サービス事業の売上規模は大幅に増加

する見込です。 

以上の結果、当社グループの売上高は437,097千円、経常利益7,246千円、当期純利益は6,897千円

となりました。なお、株式会社ユースについては平成22年9月に完全子会社化しているため、売上高、

経常利益、当期純利益については、株式会社ユースの経営成績は含まれておりません。株式会社ユ

ースの経営成績については、【事業等のリスク】（2）に記載しております。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、9,679千円の減少となり、当連結会計年度におけ

る現金及び現金同等物の残高は38,762千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・

フローは次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は、30,450千円となりました。これは主に

雇用調整助成金の受取額84,929千円、仕入債務の増加8,209千円などによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動の結果得られた資金は、20,794千円となりました。これは主に、

差入保証金の返還による収入24,069千円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入

11,636千円などによるものです。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動の結果使用した資金は、60,925千円となりました。これは、長

期借入金の返済による支出141,925千円、短期借入金の返済による支出3,000千円によるものです。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業別に示すと、次のとおりであります。  
 

事業別の名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システム・プロダクト・ビジ
ネス（SPB） 

130 △96.4 － －

システム・インテグレーショ
ン・サービス（SIS） 

15,878 △37.5 － －

システム・エンジニアリン
グ・サービス（SES） 

363,017 2930.2 － －

情報技術 
サービス 

エンジニア・スタッフィン
グ・サービス（人材派遣） 

57,902 778.6 － －

国際交流サービス 170 － － －

合計 437,097 △26.1 － －

(注) 1 前年同期比の算出にあっては、会計監査人による指導・審査・監査等は受けておりません。 

2 株式会社ユースについては平成22年9月に完全子会社化しているため、株式会社ユースの受注実績は含ま 

れておりません。 

 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 
 

事業別の名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

システム・プロダクト・ビジ
ネス（SPB） 

130 △96.4

システム・インテグレーショ
ン・サービス（SIS） 

15,878 △37.5

システム・エンジニアリン
グ・サービス（SES） 

363,017 2930.2

情報技術
サービス 

エンジニア・スタッフィン
グ・サービス（人材派遣） 

57,902 778.6

国際交流サービス 170 －

合計 437,097 △26.1

(注) 1 前年同期比の算出にあっては、会計監査人による指導・審査・監査等は受けておりません。 

2 株式会社ユースについては平成22年9月に完全子会社化しているため、株式会社ユースの販売実績は含ま 

れておりません。 

 

主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりです。 

当連結会計年度 
自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日 相手先 

販売高(千円) 割合(％) 

富士ソフト株式会社 78,788 18.0 
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３ 【対処すべき課題】 

(1) 情報技術サービス事業における課題認識と取り組み 

ソフトウェア業および情報処理サービス業の国内市場は、平成12年頃に成熟期に達した後、い

わゆるリーマンショックによる景気後退により平成20年から平成21年にかけて急激な市場の縮小

を経験しました。現在、顧客企業の情報技術投資は回復傾向にあるものの慎重な姿勢も見られま

す。その結果、価格競争や企業間競争は厳しさを増しています。 

このような状況の中、インフォメーションサービスフォース株式会社では、以下のとおり課題

に対処し、収益の向上を図ってまいります。 

 

① コア・コンピタンスの確立 

当社は、業務アプリケーション開発の分野で豊富な実績があり、特に、OSプラットフォームで

はLinuxおよびWindows、RDBMSではOracleおよびMySQL、プログラミング言語ではJavaおよびC++言

語、そのほかOSS（オープン・ソース・ソフトウェア）技術において専門的技術を有しています。

社員の50%以上が基本情報技術者試験またはその上位の国家試験に合格しており、技術力を客観的

に裏付けることもできます。 

しかしながら、企業間競争が激化する今日の市場において他のプレーヤーに対して競争優位と

なる決定的な差別化を図るためにはこれだけでは十分とは言えず、当社がオンリーワンとなれる

コア・コンピタンスを確立する必要があります。 

 

② 規模の経済 

特定の技術分野においては、技術部門社員の個人的能力に仕事の成果が大きく依存することが

あり、代替要員手配が難化し、あるいは受注規模に制限が生じる場合があります。この問題を克

服してサービスの安定供給を行うためには、規模の拡大が必要です。規模拡大により、サービス

の安定供給に加えて、直間人員比率の良化、損益分岐点の低下、受注規模の拡大、利益率の向上

など、スケールメリットを享受することもできます。 

平成22年9月に株式会社ユースを買収したため、当社グループの情報技術サービス事業の規模は

80%程度増加しました。今後も規模の経済獲得に向けて事業成長を目指します。 

 

③ 受注拡大への取り組み 

当社が更に事業拡大を目指すためには、とりわけ受注の拡大が必要となります。しかしながら、

技術者の育成には時間がかかり、また、雇用の増加は受注高の成長とバランスさせる必要があり

ます。そこで、将来の受注成長が不透明な新規取引先を積極的に開拓するよりも、まず既存顧客

および過去に取引実績のある取引先からの受注拡大を目指し、収益の安定成長を目指します。既

存の顧客には担当者の専属配置を行い、顧客満足向上のためのプロセスを通じて関係強化を図り、

継続受注の確実化を目指します。 

 

④ ビジネス・パートナーとの関係強化 

当社は、サービス提供能力を超過する受注をビジネス・パートナーへ再委託することで、受注

成長と雇用増加のバランスを図り、需要の変化や季節変動等による稼働率の不用意な低下を避け

る計画です。よって、ビジネス・パートナーとの関係強化は、重要な課題となります。当社は、

優良ビジネス・パートナーに対して、技術ノウハウ、マネジメント・ノウハウの提供を行う準備

があります。 
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⑤ 受注単価の向上 

不況が長期化する中、稼働率向上を目的に価格を大幅に減額して受注した不採算案件があり、

利益改善の余地があります。受託責任を果たし次第、正当な価格による継続もしくは新規受注を

目指します。 

 

⑥ 情報セキュリティの強化 

システム開発およびシステムの運用において、当社は顧客から情報資産を受託することがあり、

このような情報資産は、組織的にマネジメントに取り組み、顧客あるいは情報主体に対してセキ

ュリティを担保する必要があります。当社では、現在の情報セキュリティ・マネジメントの仕組

を客観的な評価に耐えうるものに改善させるため、ISMS(ISO27001)準拠のマネジメント・システ

ムを確立して運用する計画です。当社社員およびビジネス・パートナーに対しては、引き続きセ

キュリティ教育を徹底して意識向上を図ります。 

 

⑦戦略的M＆A 

以上の課題に対する包括的な解決策として、企業買収を実施することが考えられます。M&Aを効

率的に実施するための準備として、当社は平成23年1月1日より純粋持株会社に移行しました。今

後も、当社グループ傘下に加わることで強い事業シナジーが生じる企業の買収を積極的に検討し、

成長を加速させます。 

 

(2) 国際交流サービス事業における課題認識と取り組み 

外国語教育（特に英会話）産業は、歴史的には、学校教育における語学習得の限界を補完し、

更に未就学児や社会人に対して教育機会を与える役割から発展しました。特に、日本の地理的特

性や歴史的背景から、日本人が日常生活において外国語で会話をする機会は極めて少なく、その

ことが日本国内における語学教育を妨げていると言われています。昨今は、学校教育においては

平成23年から小学校における英語教育が必修化となり、楽天やユニクロなど英語を社内公用語と

して採用する企業も増え始めました。これら一連の事実は、外国語教育産業における潜在的ビジ

ネス機会を示しており、弊社は事業多角化の好機と捉えて、平成22年4月リンガフランカ株式会社

を実質支配力基準による子会社とした後、同年10月1日に同社の発行済株式の全てを買収いたしま

した。 

以下、平成22年7月の国際交流ラウンジ開設以降に認識している、リンガフランカ株式会社の国

際交流サービス事業における課題と改善計画について説明します。 

 

① 認知不足の解消と会員拡大 

既存の英会話スクールとの差別化を図るため、当社では、英語・英会話を「教える場の提供」

よりも、英語・英会話を「実践する場の提供」に力を入れてきました。この戦略に対するニーズ

は、英会話能力の習得が理論の習得よりも実践経験の積み重ねによって成されることであり、日

常生活において英会話の実践の場が限られていることから読み取ることができ、実際、一度サー

ビスを体験されたお客様が繰返し利用されるケースは少なくありません。 

しかしながら、国際交流というユニークなサービスに対する一般的認知度は極めて低く、サー

ビス内容を言葉で聞いただけでは想像ができず、故に会員顧客数の拡大が当初計画から大幅に遅

れています。 

当面の間は、国際交流パーティーの開催など、誰でも解りやすく参加しやすい企画を増やすこ

とで、認知度の向上と会員顧客数の目標達成を目指します。 
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② 日本人スタッフの不足 

当社は、経営戦略の性質上、人材の多様性の確保を人事方針としており、日本人スタッフは非

常勤の1名を抱えるのみであり、残るスタッフは全て外国人となっています。しかし、外国人スタ

ッフは必ずしも日本人顧客の流暢な日本語を理解し、あるいは正しく読み書きができる訳ではな

く、このことが広告宣伝活動の停滞、受付業務における機能不全をもたらしており、顧客満足向

上の観点から改善の余地があります。そこで、この人事方針を緩和して、日本人スタッフの増員

に着手しております。 

 

③ マーケティング・ミックスの再構築 

国際交流ラウンジ・サービスにおける各種イベントの企画は、現在のところ全て英語で実施さ

れています。例えば、セイロン紅茶の魅力をスリランカ人が英語で説明し、ウズベキスタンの結

婚事情についてウズベキスタン人が英語で説明するという具合です。オール・イングリッシュの

セッションは、一部の英会話上級者に喜ばれる一方、マーケットの裾野が広い英会話初心者の多

くにとってはハードルが高いため、ジレンマに陥っています。よって、ターゲット・セグメンテ

ーションを見直して、マーケティング・ミックスを再構築する必要があります。 

 

④ 語学研修サービスの立ち上げ 

マーケティング・ミックスの再構築作業の一環として、企業向け語学研修サービスのプログラ

ムを開発し、平成22年10月より、従業員1名をインフォメーションサービスフォース株式会社へ出

向させて、当該プログラムに基づく研修を実践しました。語学研修プログラムの実践は、平成23

年1月をもって終了しましたが、この成果をプログラムの改善に反映して、4月より企業クライア

ントに対するセールスを開始する計画です。 

 

⑤ 施設・設備の見直し 

当社は、小資本で事業を開始し、国際交流ラウンジの設置にあたっては、株式会社トライアン

フコーポレーションの本社施設（オフィスビル）の一部を利用することで費用を最小限に抑制し

ております。しかし、結果としては、商業的優位性のある立地を選択することができず、設備面

でも改善の余地があります。今後は、増資を実施し、事業成長の進捗を見計らって優位性のある

立地と必要な設備を兼ねそろえた物件を選択して移転する必要があります。 
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４ 【事業等のリスク】 

以下には、当社グループの届出日現在における事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えら

れる主な事項を記載しています。また、事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと

見られる事項を含め、投資家の投資判断上重要と考えられる事項については、投資家および株主に対す

る情報開示の観点から積極的に開示しています。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、

その発生の予防および発生の際の対応に努力する方針ですが、本株式に対する投資判断は、本項目以外

の記載内容もあわせて、以下のリスクを慎重に検討の上、行われる必要があると考えられます。（注）本

項以外の記載事項もご参照下さい。 

なお、本会社内容説明書には「第二部企業情報 第５ 経理の状況 １事業計画等」に事業計画数値が

示されています。この事業計画数値は、以下に示しますリスク要因により事業計画どおりに達成できな

い場合もあります。また、当該事業計画の作成に当たっては募集取扱証券会社および会計監査人による

指導・審査・監査等は受けておりません。以下では、具体的な経営上のリスクとその対処策について示

します。 

 

(1) 組織再編の経緯について 

当社は、平成21年7月インフォメーションサービスフォース株式会社を設立した後、平成21年8月、

平成22年10月、平成23年1月の3次に渡って情報技術サービス事業の全部を同社へ事業譲渡いたしま

した。また、平成22年9月に株式会社ユースを買収しております。株式会社ユースは、主に情報技術

サービス事業を行っており、「みまさか」シリーズなどの自社プロダクト製品を有しておりました。

当社が買収することにより、費用削減等の余地が大きいこと及び当社グループとの相乗効果が大き

いと判断したことから、同社の全株式を取得することと致しました。その後、平成23年1月に株式会

社ユースの全ての事業について、インフォメーションサービスフォース株式会社に吸収分割により

承継（事実上の合併）しました。その結果、当社グループにおける情報技術サービスに関連する全

ての経営資源は、インフォメーションサービスフォース株式会社に移転しました。なお、株式会社

ユースについては平成23年3月16日に解散決議を行い、清算手続を開始する予定です。また、平成22

年4月に実質支配力基準により国際交流サービス事業を行うリンガフランカ株式会社を完全子会社化

後、平成22年10月に全株式を取得しております。 

これにより、当社は、純粋持株会社へ移行し、事業子会社2社（インフォメーションサービスフォ

ース株式会社、リンガフランカ株式会社）の経営管理を行う体制となりました。今後は、事業子会

社の経営管理、資金調達、M＆Aによる最適事業ポートフォリオの構築など、当社グループ全体の企

業価値向上を主業務とします。 

以上の組織再編により、重複コストの削減、経営管理の効率化、不足資源の相互補完、販路の相

乗効果など、様々なメリットが得られることを期待していますが、組織体制が安定して定着するま

でに、時間がかかる可能性があります。 

 

(2) 株式会社ユースの連結の範囲について 

 当社は(1)のとおり株式会社ユースの株式を平成22年9月に取得し、完全子会社としております。

株式会社ユースは連結基準日が平成22年9月末となっていることから、貸借対照表については、連結

財務諸表に反映されているものの、損益計算書については、当期の連結財務諸表には反映されてお

りません。株式会社ユースの平成22年3月期(決算期変更により7ヶ月決算となっております)及び連

結決算を開始する平成22年9月(6ヶ月間)までの経営成績は、以下のとおりです。 

 なお、下記数値については、公認会計士等の監査を受けておりません。 
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第31期 

(自 平成21年 9月 1日
至 平成22年 3月31日)

 

第32期9月まで 

(自 平成22年 4月 1日 
至 平成22年 9月30日 ) 

 

区分 金額(千円) 金額(千円) 

  

売上高 344,486 190,106 

売上原価 284,512 173,538 

売上総利益 59,973 16,568 

販売費及び一般管理費 47,520 63,315 

営業利益 12,452 △46,747 

営業外収益 3,430 124,626 

営業外費用 3,368 3,256 

経常利益 12,515 74,623 

  特別利益 193 134 

  特別損失 855 20 

税引前当期純利益 11,853 74,736 

法人税、住民税及び事業税 358 265 

法人税等調整額 － △26,801 

当期純利益 11,494 101,273 

  

 

(3) システム開発の受託におけるリスクについて 

当社グループが行う受託システム開発においては、プロジェクト管理者が品質・納期・コスト・

リスク等の管理を行うとともに、プロジェクト管理システム等で工期や費用の消費の状況をモニタ

リングしています。しかしながら、システム開発受託において契約の受注時に採算性が見込まれる

プロジェクトであっても、開発中に大幅な仕様変更等が発生し、作業工数が当初の見積もり以上に

増加することにより、最終的に案件が不採算化することがあります。また、長期のプロジェクトは

環境や技術の変化に応じた諸要件の変更が生ずる可能性があります。このような大幅な仕様変更や

諸要件の変更あるいは品質上のトラブルが発生した場合、結果的にお客様と合意した納期の未達成

等が起こり、売上計上の遅延、追加コストの発生や損害賠償等により、当社グループの業績に大き

な影響を与える可能性があります。 

 

(4) 人材確保等の影響について 

当社の情報技術サービス事業においては、お客様の高度で多様化するニーズに対応するために、

優秀な技術者の確保が最重要課題であり、採用活動と人材育成への積極的な取り組みが必要である

と考えています。しかしながら、情報サービス業界における労働市場の逼迫等により当社が必要と

する適材の確保ができない場合、受注の機会損失の発生や受注規模の縮小等により、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 
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(5) 長時間労働と労務問題 

当社においては毎月1回衛生委員会を、外部有識者（産業医等）を交えて開催し、残業時間の管理、

職場衛生、健康管理について問題提起、対策を実施するなど労働環境について十分な対策を行って

おります。しかしながら、提供するサービスの品質維持、納期の厳守、緊急時等において長時間労

働が発生する可能性があり、健康問題や労務問題につながる可能性があります。 

 

(6) 事業環境について 

情報サービス業界においては、インターネットや携帯電話等の通信インフラの整備・進展も背景

とし、企業戦略におけるシステム投資の重要性の認識・意欲は高く、依然、底堅い潜在需要に支え

られていると考えています。しかしながら、近年におきましては、急速な景気後退により、ITエン

ジニアの過剰供給による業界内での競争激化に伴い、ITエンジニアの余剰人員や価格引下げの動き

も出てきています。また、技術の高度化、システムの複雑化に伴い、とりわけ優秀な技術者の慢性

的不足という状況も顕著化しています。 

このため当社は、このような外部環境のもと、価格面、技術面等での顧客満足度を高めるべく、

コスト構造の改善や技術の研鑽に取り組んでいく方針であります。 

 

(7) 法的規制について 

当社グループのエンジニア・スタッフィング・サービス事業は、「労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」（以下、「労働者派遣法」）に基づき、

特定労働者派遣事業として厚生労働大臣に届出をして行っている事業であります。当社グループは、

法令を遵守した体制を構築し、役員も法令遵守に努めていることから、現在、事業活動に支障をき

たす要因は発生しておりません。また今後においても法令遵守に努める所存ではありますが、何ら

かの法令違反等の事実が発生し、事業に制約を受ける場合、当社グループの業績に影響を受ける可

能性があります。 

 

(8) M＆Aについて 

当社グループは、事業拡大のスピードを速めることや優秀な人材の確保等を目的として、当社グ

ループの事業に関連する事業会社等についてM＆Aを活用することを検討しています。M＆A等により

事業規模が拡大した場合には、当社グループの収益構造が変化し、当社グループの業績に重要な影

響を与える可能性があります。 

 

(9) 銀行借入のリスケジュールについて 

当社は、平成22年8月末の借入金額198,824千円について、元本の返済を1年間据え置く条件で銀行

と同意しております。これは、株式会社ユースを買収したことに伴う資金需要に対応するためであ

ります。現在、この返済条件の変更が、当社の借入状況に影響を及ぼすことはありませんが、今後

の新規借入の際に影響がある場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

(10) 営業外収益について 

当社は、当連結会計年度に営業外収益として62,817千円の助成金を計上しています。これは、い

わゆるリーマンショックに伴う急激な売上の減少に対応した雇用維持を目的としたものであります。

現在は景気の回復に伴い売上高も増加したため、平成23年1月をもって助成金申請は終了しました。 
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(11) 役員の兼務について 

当社の取締役及び監査役は会社内容説明書提出日現在、以下の他の会社の役員を兼務しておりま

す。当社の事業に支障のないよう、業務調整を図りながら、当社の事業拡大、事業計画の達成に向

けて努力を惜しまない所存であります。 

 

区分 氏 名 兼務する他の会社 兼務の内容 摘要 

インフォメーションサービスフォース㈱ 代表取締役  

リンガフランカ㈱ 代表取締役  代表取締役 小澤 勝 

㈱ユース 代表取締役  

インフォメーションサービスフォース㈱ 取締役  
取締役 西出 靖 

㈱ユース 取締役  

インフォメーションサービスフォース㈱ 取締役  
取締役 野村 累 

㈱ユース 取締役  

インフォメーションサービスフォース㈱ 取締役  
取締役 中井 慎司 

㈱ユース 取締役  

㈱ライフケアサポート 取締役  
監査役 佐藤 淳 

㈲ゆーかり計算センター 取締役  

 

(12) 労働審判手続の申立について 

当社は、平成23年1月26日に当社の従業員より労働審判手続の申立を受けました。これは、当社の

従業員が、当社の行った懲戒処分を不服とし、損害賠償金額として3,229千円を求めるものでありま

す。当社としては、見解に相違があり、懲戒処分の事由および手続において何ら問題はなかったと

認識しておりますが、顧問弁護士と協議のうえ、裁判所の和解案を受け入れることで早期解決を図

る計画です。なお、「第二部企業情報 第５ 経理の状況 １事業計画等」に記載の第12期事業計画

には本件の解決金として1,000千円を特別損失として見込んでおりますが、解決金については変動す

る可能性があり、その場合当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

(13) 債務超過について 

当社グループは、平成22年9月期末現在、連結財務諸表において70,425千円の債務超過となってお

ります。これは、平成20年9月期からの世界的な不況により、平成21年9月期において、業績が急激

に悪化したことにより、大幅な損失を計上したためであります。平成22年9月期からは業績は回復し

て黒字転換しており、今後、公募による増資及び利益を計上していくことにより、平成24年9月まで

に債務超過を解消する予定であります。しかしながら、計画通りに公募による増資や事業計画が進

まなかった場合、債務超過の解消が遅れる可能性があります。 

 

(14) 繰延税金資産について 

当社グループは、相当額の繰延税金資産を計上しています。当社グループは、入手可能な証拠に

基づき実現可能性が低いと判断されるものを対象として、繰延税金資産に対する評価引当金を計上
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しています。将来の業績の変動により課税所得の見込額が増減した場合には、繰延税金資産の金額

が増減し、将来の当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。また、将来

税制改正により実効税率が変更された場合には、残高が増減する可能性があります。 

 

(15) のれんについて 

のれんについては、連結子会社が取得したものを含め、買収した事業の超過収益力に応じて計上

して均等償却しております。当初見込んだ回収期間の中途において、買収事業の収益力が低下した

場合や買収事業の撤退や売却等があった場合には、臨時の損失が発生する可能性があります。 

 

(16) 債務に対する役員の個人保証 

当社は、平成22年9月30日現在、金融機関借入金の201,904千円に対して代表取締役小澤勝から債

務保証を受けております。なお、被債務保証に対しての保証料の支払は行っておりません。 

 

(17) 組織体制について 

当社グループは、会社内容説明書提出日現在、取締役5名、監査役1名、従業員133名と小規模な組

織であります。そのため、内部管理体制もこのような組織に応じたものとなっております。今後、

事業の拡大に応じ、内部管理体制の強化をいたしますが、体制の整備に時間がかかる場合には当社

の事業運営に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(18) 配当の未実施 

当社は株主に対する利益還元を重要な課題として認識しておりますが、設立以来配当を実施して

おりません。今後は、新たな事業投資等を勘案し、企業の成長を阻害しない範囲で配当を検討して

いく方針です。 

 

(19) 新株予約権について 

当社は、取締役に対して、ストックオプションとして新株予約権を発行しております。当該制度

の内容は「第4 提出会社の状況 1 株式等の状況 (2)新株予約権等の状況」に記載のとおりであ

り、新株予約権は、発行済株式数の20.0％となっております。なお、将来、株式の市場価格が行使

価額を上回る場合、新株予約権の行使により、1株当たりの純資産及び純利益が希薄化し、株式の市

場価格を低下させる可能性があります。 

 

(20) 将来に関する事項について 

以上に記載している将来に関する事項は、会社内容説明書提出日現在において当社が判断したも

のであります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当連結会計年度末における流動資産の残高は218,315千円となり、期首残高より71,970千円増加し

ております。その主な要因は、売掛金60,684千円、繰延税金資産26,895千円の増加であり、いずれ

も株式会社ユースの買収によっての増加が主な要因であります。 

 

(固定資産) 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、125,045千円となり、期首残高より30,004千円増加

しております。その主な要因は、のれん43,357千円、ソフトウェア17,286千円の増加であり、いず

れも株式会社ユースの買収によっての増加が主な要因であります。 

 

(流動負債) 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、182,787千円となり、期首残高より127,906千円増

加しております。その主な要因は、一年以内償還予定社債50,000千円、一年以内返済予定長期借入

金49,904千円の増加であり、一年以内償還予定社債については、株式会社ユースの買収による要因

であり、一年以内返済予定長期借入金については、長期借入金からの振替が要因であります。 

 

(固定負債) 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、231,000千円となり、期首残高より32,829千円減少

しております。その主な要因は、長期借入金107,829千円の減少が主な要因であります。 

 

(純資産) 

当連結会計年度末における純資産の残高は、△70,425千円となり、前連結会計年度末に比べ6,897

千円増加しております。その主な要因は、当期純利益の計上に伴う利益剰余金6,897千円の増加であ

ります。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

キャッシュ・フローの状況は、１．業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況に記載しており

ます。 

 

(3) 経営成績の概要 

経営成績の概要は、１．業績等の概要(1)業績に記載しております。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会年度において重要な設備投資はおこなっておりません。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

(平成22年9月30日現在) 

帳簿価額(千円) 
事業所名 
(所在地) 

事業部門 
の名称 

設備の内容
建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

従業員数
(名) 

本社 
(東京都新宿区） 

全社 本社機能 902 2,884 － － 3,786 66

(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 
年間賃借料 
(千円) 

摘要 

本社 
(東京都新宿区） 

全社 本社事務所 20,286 賃料＋共益費 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

 

① 【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000 

計 40,000 

 

② 【発行済株式】 

種類 発行数(株) 
上場金融商品取引所名又は 
登録認可金融商品取引所名 

内容 

普通株式 10,000 非上場 
株主としての権利義務に何ら限定のな
い当社における標準となる株式であり

ます。 

計 10,000 ― ― 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

 

① 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成21年 6月 3日) 

 
最近事業年度末現在 
(平成22年9月30日) 

提出日の前々月末現在 
(平成23年6月30日) 

新株予約権の数(個) 20,000(注)1 2,000(注)1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 20,000 普通株式 2,000 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 20,000 2,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 286円(注)2 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年10月 1日 
至 平成31年 9月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  286円 
資本組入額 143円 

同左 

新株予約権の行使の条件 なし。 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 なし。 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項 

― ― 

(注) １ 新株予約権1個につき目的となる株式数は、1株であります。 
       ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

１ 
調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 ×

分割・併合の比率 
 

なお、時価を下回る価額で新株を発行または当社が保有する自己株式の処分を行う場合(新株予約権

の行使により新株を発行する場合は除く。)は、次の算式により発行価額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。 
 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 
既発行株式数 ＋

新株発行前の株価 
 

調整後行使価額 

 

＝ 

 

調整前行使価額×
既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

 

３ 最近事業年度末現在の新株予約権の数20,000個について、18,000個については、平成23年2月28日の臨時

株主総会決議により消却しております。 
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成11年10月19日(注1) 100 100 10,000 10,000 ― ―

平成21年 6月 3日(注2) 9,900 10,000 ― 10,000 ― ―

(注) 1  会社設立 設立発起人による引受け100株として設立 

2 1株を100株に株式分割 

 

(6) 【所有者別状況】 

平成23年6月30日現在 

株式の状況(1単元の株式数1株) 

外国法人等 区分 政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 個人以外 個人 

個人 
その他 

計 

単元未満
株式の状況

(株) 

株主数(人) ― ― ― ― ― ― 1 1 ― 

所有株式数 
(単元) 

― ― ― ― ― ― 10,000 10,000 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 100.0 100.0 ― 
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(7) 【大株主の状況】 

平成23年6月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

小澤 勝 東京都新宿区 10,000 100.0

計 ― 10,000 100.0

 

(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年6月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,000 10,000 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 10,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,000 ― 

 

② 【自己株式等】 

平成23年6月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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(9) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しています。 

当該制度の内容は以下のとおりであります。 

 

決議年月日 平成21年6月3日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役1名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しています。 

株式の数(株) 同上 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

― 

 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

該当事項はありません。 

 

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 
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３ 【配当政策】 

当社は、非公開企業であったため、設立から今日まで無配当でした。株式公開後は、再投資による企

業成長と健全なキャッシュ・フローを阻害しない範囲で剰余金の配当を検討したいと考えています。 

 

４ 【株価の推移】 

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 
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５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

平成 2年 4月 セイラシステム㈱入社 

平成 3年 4月 ㈲ジーエーエム入社 

平成 7年 5月 ㈱タオ・ヒューマンシステム入

社 

平成 7年11月 日本ファームウェア㈱入社 

平成10年10月 合資会社トライアンフコーポレ

ーション設立 無限責任社員 

平成11年10月 当社設立代表取締役就任(現任) 

平成17年 7月 ㈱フリーウェアソリューション

(現当社)代表取締役就任、㈲ト

ライアンフキャリア(現当社)

代表取締役就任 

平成21年 5月 ㈱Stella(現㈱リンガフランカ)

代表取締役就任(現任) 

平成21年 7月 インフォメーションサービスフ

ォース㈱代表取締役就任(現任) 

代表取締役 CEO 小澤 勝 昭和44年10月7日

平成22年 9月 ㈱ユース代表取締役就任(現任) 

(注) １ 10,000

昭和57年 4月 ㈱日本デジタル研究所入社 

平成 3年 1月 ㈱エム・エイ・エス・デザイン

入社 

平成 6年 8月 グリーンブルー㈱入社 

平成 9年 2月 ㈱海外生活総合情報センター入

社 

平成 9年12月 ㈱ヒューコム入社 

平成10年 8月 日本チボリシステムズ㈱入社 

平成10年11月 ㈱清光経済研究所取締役就任 

平成11年 2月 ゼロワンパブリッシングジャパ

ン㈱取締役就任 

平成12年11月 ㈱データ･ドット･コム代表取締

役就任 

平成15年10月 ㈱Adesta(現当社設立代表取締

役就任 

平成17年 6月 当社取締役就任(現任) 

平成17年 7月 ㈲トライアンフキャリア取締役

就任 

平成21年 7月 インフォメーションサービスフ

ォース㈱取締役就任(現任) 

取締役 CMO 西出 靖 昭和33年6月17日

平成22年 9月 ㈱ユース取締役就任(現任) 

(注) １ ― 

平成12年 4月 ㈱アルゴテクノス21入社 

平成18年 4月 ㈱フリーウェアソリューション

入社 

平成20年 7月 当社取締役就任(現任) 

平成21年 7月 インフォメーションサービスフ

ォース㈱取締役就任(現任) 

取締役 CIO 野村 累 昭和52年7月4日

平成22年 9月 ㈱ユース取締役就任(現任) 

(注) １ ― 

平成12年 4月 ㈱インテルコムズ入社 

平成16年 3月 ㈱アクティブ入社 

平成20年 4月 インターソフト㈱入社 

取締役 COO 中井 慎司 昭和49年11月15日 平成22年10月 当社取締役就任(現任)、インフ

ォメーションサービスフォース

㈱取締役就任(現任)、㈱ユース

取締役就任(現任) 

(注) １ ― 

平成元年12月 山下康親税理士事務所入所(現

任) 

平成14年 8月 ㈱ライフケアサポート取締役就

任(現任) 
 

平成17年 1月 ㈲ゆーかり計算センター取締役

就任(現任) 

監査役 

 

佐藤 淳 昭和41年6月22日

平成17年 6月 当社監査役就任(現任) 

(注) ２ ― 

 10,000

(注)1．取締役の任期は、平成23年2月の臨時株主総会の終結の時から2年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結のときまでであります。 

2．監査役の任期は、平成23年2月の臨時株主総会の終結の時から4年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレート・ガバナンスが重要な課題で

あると認識しています。そのため、経営の意思決定の内容及び過程を明確にし、全ての利害関係者

の意思や利益を適切に反映していくことを目指します。 

 

① 会社機関の内容 

a.取締役会 

当社は、取締役会設置会社であります。提出日現在において、4名の取締役がいます。 

b.監査役 

当社は、監査役設置会社であります。提出日現在において、1名の監査役がいます。 

 

② 会計監査の状況 

当社は、みさき監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けています。 

 

③ 役員報酬の内容 

定款または株主総会決議に基づく当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬

の内容は次のとおりです。 

取締役 監査役 

人数 報酬（千円） 人数 報酬（千円） 

4 30,496 1 ― 

 

④ 取締役の定数 

当社の取締役は9名以内とする旨定款に定めています。 

 

⑤ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、累積投票によらない旨を定款に定め

ています。 

 

⑥ 取締役の責任免除 

当社は、取締役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮することができるよう、会社

法第426条第1項の規定により、取締役会の決議及び監査役の同意によって、同法第423条第1項の取

締役の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最

低責任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる旨を定款に定めております。 

 

⑦ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う

旨定款に定めています。 
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(2) 【監査報酬等の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

前事業年度 当事業年度 

監査証明業務に 

基づく報酬（千円） 

非監査業務に 

基づく報酬（千円）

監査証明業務に 

基づく報酬（千円） 

非監査業務に 

基づく報酬（千円） 

― ― 1,800 ―

 

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】 

当社の規模及び監査日数等の要因を勘案のうえ決定しています。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 【事業計画等】 

以下の事業計画は、現況の経営環境及び経営戦略を前提とした仮説に基づき作成したものです。環境

の変化、戦略の変更、仮説の誤りなどにより、計画通りに遂行できない可能性があり、計画の達成を保

証するものではありません。 

また事業計画作成に当たっては、募集取扱証券会社及び監査人による指導・審査・監査等を受けてお

りません。 

 

(1) 情報技術サービス事業 

① システム・プロダクト・ビジネス（SPB） 

現在、自社ソフトウェア製品の販売において主力となっているのは、企業向け基幹業務ソフトウ

ェアである「みまさか」シリーズ（会計管理、販売管理、メディア管理）です。商用ソフトウェア

は、たえず最新のプラットフォーム(新しいOSなど)で動作するようアップデートしていくことが求

められます。安定した保守料収入の一部を再投資することで、現在の製品ユーザーにこれからも長

く継続して使用して頂きたいと考えています。また、スマートフォンやタブレット端末の流行など、

昨今の情報技術と顧客ニーズの変化を事業機会と捉えて、新たなソフトウェア製品を開発する計画

があります。 

 

② システム・インテグレーション・サービス（SIS） 

システム・インテグレーション・サービス事業では、自社ソフトウェア製品のユーザーからの製

品カスタマイズ需要と、システム・エンジニアリング・サービスの企業クライアントからのシステ

ム開発需要に確実に応え、今後とも継続的な受注を確保していきます。 

 

③ システム・エンジニアリング・サービス（SES） 

システム・エンジニアリング・サービス事業は、平成22年10月頃からサービス提供能力を超過す

るほど好調な受注が継続しており、ビジネス・パートナーの積極活用によって受注を消化していま

す。今後は稼働人員を増加し、ビジネス・パートナーへの委託比率を現在の20％から40％程度へ拡

大していく予定です。 

また、正規社員の中途採用を平成23年4月より再開し、平成24年4月からは3年ぶりに新規学卒者の

採用を再開する予定です。 

 

④ エンジニア・スタッフィング・サービス（人材派遣） 

エンジニア・スタッフィング・サービス事業は、稼働率向上を目的に価格を大幅に減額して受注

した不採算案件が多いため、情報技術サービス事業の中でも最も利益改善の余地があります。値上

交渉のほか、新規採用人材との交替、他サービス要員への異動などの方法により、利益率の改善を

目指します。 

 

(2) 国際交流サービス事業 

① 国際交流ラウンジ・サービス 

国際交流サービス事業は、外部コンサルタントの活用によりマーケティング・ミックスの再構築

を行い、会員顧客の増加を図ります。また、平成23年4月より日本人スタッフの採用を計画しており、
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サービス品質の向上、広告宣伝とセールスの効率向上、顧客満足度の向上を目指します。 

 

② 語学研修サービス 

平成23年4月より、新たに開発した語学研修プログラムのサービスを開始します。企業クライアン

トに向けてセールスを行い、平成23年7月以降の受注獲得を目指します。 

 

(3) 経営数値計画(連結) 

①事業別販売計画 

 (単位：千円) 

 
第11期 

(実績) 

第12期 

(予想) 

第13期 

（計画） 

システム・プロダクト・ビジネス

（SPB） 
130 52,440 52,440

システム・インテグレーション・

サービス（SIS） 
15,878 100,200 110,220

システム・エンジニアリング・サ

ービス（SES） 
363,017 679,337 955,735

情報技術
サービス 

エンジニア・スタッフィング・サ

ービス（人材派遣） 
57,902 50,673 65,169

国際交流サービス 5,259 36,156

合計 437,097 887,909 1,219,720

※株式会社ユースについては平成22年9月に完全子会社化しているため、第11期の数値については、株式会社ユース

の経営成績は含まれておりません。株式会社ユースの経営成績については、【事業等のリスク】（2）に記載して

おります。 
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②数値計画 

(単位：千円)  

 第11期 

(実績) 

第12期 

(予想) 

第13期 

（計画） 

売上高 437,097 887,909 1,219,720

売上原価 357,539 621,536 853,804

売上総利益 79,558 266,373 365,916

販売費及び一般管理費 128,229 241,845 273,935

営業利益 △48,670 24,528 91,981

営業外収益 65,119 9,313 540

営業外費用 9,201 12,323 10,525

経常利益 7,246 21,519 81,996

特別利益 － 23,936 －

特別損失 88 1,000 －

税金等調整前当期純利益 7,158 44,456 81,997

法人税等 260 23,488 22,256

当期純利益 6,897 21,968 59,741

※株式会社ユースについては平成22年9月に完全子会社化しているため、第11期の数値については、株式会社ユース

の経営成績は含まれておりません。株式会社ユースの経営成績については、【事業等のリスク】（2）に記載して

おります。 
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２ 【連結計算書類及び計算書類等】 

(1) 当社の第11期(平成21年10月１日から平成22年9月30日まで)の貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書、個別注記表及び附属明細書（以下、「計算書類等」と表現しています。）並びに同

期間の連結会計年度の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表

（以下、「連結計算書類」と表現しています。）については、会社計算規則(平成18年2月7日 法務

省令第13号)に基づいて作成しております。なお、連結計算書類及び計算書類等その他の事項の金額

については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。また、積極的な情報開示の観点から、

一部について金融商品取引法に基づいた形式での開示を行っております。 

 

(2) 当社は、第11期(平成21年10月１日から平成22年9月30日まで)の計算書類等については、会社法第

436条第2項第1号の規定に準じて、同期間の連結会計年度の連結計算書類については、会社法第444

条第4項の規定に準じて、みさき監査法人の監査を受けております。 
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３ 【連結計算書類】 

(1) 連結貸借対照表 
 

  
当連結会計年度 

(平成22年 9月30日現在) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 

   

(資産の部)     

流動資産    

現金及び預金  38,762  

売掛金  111,072  

たな卸資産  9,550  

繰延税金資産  42,528  

未収入金  8,548  

前払費用  8,142  

その他  411  

貸倒引当金  △702  

 流動資産合計  218,315 63.6 

固定資産    

有形固定資産   

建物  902  

工具、器具及び備品  2,884  

 有形固定資産合計 ※１ 3,786 1.1 

無形固定資産   

のれん  43,357  

ソフトウェア  64,500  

 無形固定資産合計  107,858 31.4 

投資その他の資産   

長期前払費用  5,975  

預託保証金  7,425  

 投資その他の資産合計  13,401 3.9 

  固定資産合計  125,045 36.4 

資産合計  343,361 100.0 
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当連結会計年度 

(平成22年 9月30日現在) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 

   

(負債の部)     

流動負債    

買掛金  19,469  

一年以内償還予定社債  50,000  

一年以内返済予定長期借入金  49,904  

未払金  28,527  

未払法人税等  619  

未払消費税等  3,778  

預り金  10,945  

前受収益  15,650  

その他  3,890  

 流動負債合計  182,787 53.2 

固定負債    

社債  76,000  

長期借入金  155,000  

 固定負債合計  231,000 67.3 

負債合計  413,787 120.5 

（純資産の部）     

 株主資本     

資本金  10,000  

資本剰余金  4,050  

利益剰余金  △84,475  

株主資本合計  △70,425 △20.5 

純資産合計  △70,425 △20.5 

負債･純資産合計  343,361 100.0 
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(2) 連結損益計算書 

 

  
当連結会計年度 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日 ) 

 

区分 
注記
番号

金額(千円) 百分比(％) 

   

売上高  437,097 100.0 

売上原価  357,539 81.8 

売上総利益  79,558 18.2 

販売費及び一般管理費  128,229 29.3 

営業損失（△）  △48,670 △11.1 

営業外収益    

受取利息及び配当金  218   

その他  64,900 65,119 14.9 

営業外費用    

支払利息  6,575   

その他  2,626 9,201 2.1 

経常利益  7,246 1.7 

特別損失    

固定資産売却損  88 88 0.1 

税金等調整前当期純利益  7,158 1.6 

法人税、住民税及び事業税  354  

法人税等調整額  △94  

当期純利益  6,897 1.6 
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成21年10月 1日 至 平成22年 9月30日） 

（単位：千円） 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
純資産合計 

平成21年 9月30日残高 10,000 4,050 △91,373 △77,323 △77,323

当連結会計年度中の変動額   

当期純利益  6,897 6,897 6,897

当連結会計年度中の変動額

合計 

－ － 6,897 6,897 6,897

平成22年 9月30日残高 10,000 4,050 △84,475 △70,425 △70,425

 

 

 

(4) 連結注記表 

①連結計算書類作成のための基本となる重要事項 

 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

1.   連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数…3社 

主要な連結子会社の名称 

インフォメーションサービスフォース㈱ 

リンガフランカ㈱ 

㈱ユース 

（2）非連結子会社の名称 

該当事項はありません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

㈱ユースの決算日は、3月31日ですが、連結決算日での仮

決算を行っております。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 

  イ.たな卸資産 

   仕掛品……個別法による原価法（収益性の低下による簿

価引き下げの方法によっております。） 

   貯蔵品……最終仕入原価法による原価法（収益性の低下

による簿価引き下げの方法によっておりま 

す。） 

 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    イ.有形固定資産（リース資産を除く。）……定率法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
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   建物……15年 

   工具、器具及び備品……5年 

 

   ロ.無形固定資産（リース資産を除く。）……定額法 

 なお、販売目的のソフトウェアについては、見込販

売期間（3年）に基づく定額法を、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内利用可能期間（5年）に基づく定

額法を、それぞれ採用しております。 

 

   ハ.長期前払費用……定額法 

 

 （3）引当金の計上基準 

イ.貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

 （4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が企業会計基準第13号｢リース取引に関する会計基準｣の

適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 （5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

   イ.消費税等の会計処理 

    税抜方式によっています。 

 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面

時価評価法を採用しております。 

 

6. のれんの償却に関する事項 

 のれんの償却については、その効果が発現すると見積も

られる期間で均等償却しております。 

 

 

②連結貸借対照表に関する注記 

 

当連結会計年度 
(平成22年 9月30日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   18,314千円
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③連結株主資本等変動計算書に関する注記 

当連結会計年度(自 平成21年10月 1日 至 平成22年 9月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末

株式数（株） 

発行済株式   

 普通株式 10,000 ― ― 10,000 

  合計 10,000 ― ― 10,000 

自己株式   

 普通株式 ― ― ― ― 

  合計 ― ― ― ― 

 

２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

当連結会計

年度末残高

（千円） 

 

提出会社 

平成21年6月3日臨

時株主総会承認に

よる付与 

普通株式 20,000 ― ― 20,000 ―

合計 ― 20,000 ― ― 20,000 ―

 

 

④金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入又は社債

の発行により資金を調達しております。 

 

(2)金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 営業債務である未払金は、全て1年以内の支払期日であります。借入金及び社債の使途は運転

資金であります。また、営業債務、借入金及び社債は、流動性リスクに晒されております。 

 

(3)金融商品に係る管理体制 

当社は、営業債権について主要な取引先等の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに

期日及び残高を管理し、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

また当社は、月次に資金繰り状況を管理するとともに、手許流動性を一定水準以上維持するこ

とにより、流動性リスクを管理しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年 9月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

 連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

（1）現金及び預金 38,762 38,762 －

（2）売掛金 111,072 111,072 －

資産計 149,835 149,835 －

（1）買掛金 19,469 19,469 －

（2）未払金 28,527 28,527 －

（3）社債（一年以内償還

予定社債を含む） 
126,000 125,878 △122

（4）長期借入金（一年以

内返済予定長期借入金を含

む） 

204,904 204,904 －

負債計 378,900 378,778 △122

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

資産 

（1）現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

（2）売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

 

負債 

（1）買掛金、（2）未払金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっています。 

 

（3）社債（一年以内償還予定社債を含む） 

これらの時価については、約定金利の変動のみを反映した利子率で割り引いた金銭債務の金額によって

います。 

 

（4）長期借入金（一年以内返済予定長期借入金を含む） 

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行

後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ

っています。 
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（注２）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 38,762 － － －

売掛金 111,072 － － －

合計 149,835 － － －

 

 

（注３）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

社債 50,000 76,000 － －

長期借入金 49,904 114,739 40,261 －

 

 

⑤１株当たり情報に関する注記 

 

項目 
当連結会計年度 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

１株当たり純資産額 △7,042円60銭

１株当たり当期純利益 689円76銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （注）１

(注)１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当連結会計年度 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日)

 当期純利益(千円) 6,897

 普通株主に帰属しない金額(千円) －

 普通株式に係る当期純利益(千円) 6,897

 普通株式の期中平均株式数(株) 10,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

第10期第１回新株予約権
（新株予約権の数20,000
個）。詳細は「第４提出
会社の状況１株式等の状
況（2）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。 
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⑥重要な後発事象に関する注記 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

（会社分割による事業承継） 

当社の連結子会社である株式会社ユースは、平成22年11月

17日開催の取締役会において、同社のプロフェッショナル

事業及びソリューション・ビジネス事業を、当社の連結子

会社であるインフォメーションサービスフォース株式会社

へ承継させることを決議し、同日付で吸収分割契約を締結

し、平成23年１月１日付で分割いたしました。 

 

１．会社分割の目的 

共通の事業領域と異なる取引先をもつ両社の統合により、

技術の相互補完によるサービスの向上、規模の経済による

経営効率の向上を見込んでおります。 

 

２．会社分割する事業内容、規模 

株式会社ユースのプロフェッショナル事業及びソリューシ

ョン・ビジネス事業 

承継資産124,909千円 

承継負債138,327千円 

 

３．会社分割の形態 

株式会社ユースを吸収分割会社、インフォメーションサー

ビスフォース株式会社を承継会社とする吸収分割 

 

４．会社分割に係る分割会社又は承継会社の名称、事業内

容等 

吸収分割会社 

名称 株式会社ユース 

住所 東京都新宿区西新宿七丁目３番４号 

事業内容：流通事業者向けのアプリケーション・ソフトウ

ェアの受託開発他 

吸収分割承継会社 

名称 インフォメーションサービスフォース株式会社 

住所 東京都新宿区西新宿七丁目３番４号 

事業内容：システム・エンジニアリング・サービス、人材

派遣サービス他 

 

５．会社分割の時期 

平成23年１月１日 

 

（事業譲渡） 

当社は、平成22年4月28日開催の株主総会において、当社の

連結子会社であるインフォメーションサービスフォース株

式会社に対して、システム・エンジニアリング・サービス

事業を譲渡することを決議し、また、平成22年9月29日開催

の株主総会において人材派遣事業を譲渡することを決議

し、それぞれ平成22年10月１日（第2次）にシステム・エン

ジニアリング・サービス事業を、平成23年１月１日（第3

次）に人材派遣事業を譲渡いたしました。 
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１．譲渡の目的 

持株会社体制に移行し、持株会社と事業会社を分離するこ

とによるＭ＆Ａの加速化、事業ごとの収益管理の徹底、事

業会社への経営資源の集中を図ること等を目的としており

ます。 

 

２．譲渡する相手会社の名称 

インフォメーションサービスフォース株式会社 

 

３．譲渡する事業の内容、規模 

当社のシステム・エンジニアリング・サービス事業及び人

材派遣事業 

 

４．譲渡する資産・負債の額 

資産14,400千円 

 

５．譲渡の時期 

平成22年10月１日（第２次）、平成23年１月１日（第３

次） 

 

６．譲渡価額 

14,400千円 

 

（株式取得） 

当社は、平成22年10月１日付で、当社の連結子会社である

リンガフランカ株式会社の全株式を取得いたしました。 

１．株式取得の目的 リンガフランカ株式会社を当社の直 

接保有の子会社とするため。 

２．株式取得の相手先の名称 小澤勝（当社代表取締役） 

３．株式取得の時期 平成22年10月１日 

４．取得する株式の数 10株 

５．取得価額 100千円 
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(5) 連結キャッシュ・フローの状況 

連結財務諸表規則に準じて作成した当連結会計年度の連結キャッシュ・フローの状況を参考までに

掲げると以下の通りです。なお、当該状況につきましては監査を受けておりません。 

  
当連結会計年度 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益  7,158 

２ 減価償却費  14,077 

３ 長期前払費用償却  1,015 

４ 貸倒引当金の増減額  404 

５ 受取利息及び受取配当金  △218 

６ 支払利息  6,575 

７ 雇用調整助成金収入  △62,817 

８ 固定資産売却損  88 

９ 売上債権の増減額  △12,353 

１０ たな卸資産の増減額  △325 

１１ その他流動資産の増減額  △601 

１２ その他投資の増減額  △441 

１３ 仕入債務の増減額  8,209 

１４ 未払費用の増減額  △2,087 

１５ その他負債の増減額  △14,100 

１６ 未払消費税等の減少額  1,575 

１７ その他  6,622 

   小計  △47,219 

１８ 利息及び配当金の受取額  218 

１９ 利息の支払額  △6,757 

２０ 雇用調整助成金の受取額  84,929 

２１ 法人税等の支払額  △721 

営業活動によるキャッシュ・フロー  30,450 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出  △1,169 

２ 有形固定資産の売却による収入  38 

３ 無形固定資産の取得による支出  △1,050 

４ 貸付による支出  △13,000 

５ 差入保証金の支出  270 

６ 差入保証金の返還による収入  24,069 
７ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取 

得による収入 
※３ 11,636 

投資活動によるキャッシュ・フロー  20,794 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の返済による支出  △3,000 

２ 長期借入れによる収入  84,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △141,925 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △60,925 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  △9,679 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  48,442 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 ※２ 38,762 
   
(注) １ キャッシュ・フローの状況における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期
的な投資 
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２ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との
関係 

現金及び預金 38,762千円
計 38,762千円

現金及び現金同等物 38,762千円

 ３ 株式の取得により新たに株式会社ユースを連結したことに伴う連結開始時の資産及
び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社の取得のための収入（純額）との関
係は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

流動資産 107,065千円
固定資産 30,167
のれん 43,357
流動負債 89,346
固定負債 88,000
同社株式の取得価額 3,243
同社現金及び現金同等物 14,880
差引 同社取得のための収入 11,636
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４【計算書類等】 

(1) 貸借対照表 
 

  
第11期 

(平成22年 9月30日現在) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 

   

(資産の部)     

流動資産    

現金及び預金  14,928  

売掛金 ※２ 59,812  

前払費用  1,027  

繰延税金資産  10,033  

未収入金  5,597  

その他 ※２ 464  

貸倒引当金  △299  

 流動資産合計  91,562 41.2 

固定資産    

有形固定資産   

建物  902  

工具、器具及び備品  1,669  

 有形固定資産合計 ※１ 2,571 1.2 

無形固定資産   

ソフトウェア  34,455  

 無形固定資産合計  34,455 15.5 

投資その他の資産   

関係会社株式  13,243  

長期貸付金 ※２ 67,500  

長期前払費用  5,975  

預託保証金  7,155  

 投資その他の資産合計  93,874 42.1 

  固定資産合計  130,901 58.8 

資産合計  222,464 100.0 

    
 



52 

 

  
第11期 

(平成22年 9月30日現在) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 構成比(％) 

   

(負債の部)     

流動負債    

買掛金 ※２ 18,069  

一年以内返済予定長期借入金  49,904  

未払金  18,142  

未払法人税等  214  

預り金  4,082  

その他  40  

 流動負債合計  90,454 40.7 

固定負債    

社債  1,000  

長期借入金  155,000  

 固定負債合計  156,000 70.1 

負債合計  246,454 110.8 

（純資産の部）     

株主資本     

 資本金  10,000 4.5 

 資本剰余金    

  資本準備金  4,050  

    資本剰余金合計  4,050 1.8 

利益剰余金    

  その他利益剰余金    

  繰越利益剰余金  △38,039  

    利益剰余金合計  △38,039 △17.1 

株主資本合計  △23,989 △10.8 

純資産合計   △23,989 △10.8 

負債･純資産合計  222,464 100.0 
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(2)損益計算書 

 

  
第11期 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日 ) 

 

区分 
注記
番号

金額(千円) 百分比(％) 

   

売上高 ※１ 420,009 100.0 

売上原価 ※１ 338,150 80.5 

売上総利益  81,859 19.5 

販売費及び一般管理費 ※１ 83,925 20.0 

営業損失（△）  △2,066 △0.5 

営業外収益    

受取利息及び配当金 ※１ 1,219   

その他  57,547 58,766 14.0 

営業外費用    

支払利息  6,575   

その他  2,626 9,201 2.2 

経常利益  47,498 11.3 

特別損失    

固定資産売却損  88 88 0.0 

税引前当期純利益  47,410 11.3 

法人税、住民税及び事業税  214  

法人税等調整額  5,599  

当期純利益  41,596 9.9 
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(3) 株主資本等変動計算書 

第11期（自 平成21年10月 1日 至 平成22年 9月30日） 

（単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
項目 

資本金 
資本準備金 

繰越利益剰余金 

 

株主資本合計 

平成21年 9月30日残高 10,000 4,050 △79,636 △65,586

当事業年度中の変動額  

当期純利益 41,596 41,596

当事業年度中の変動額合計 － － 41,596 41,596

平成22年 9月30日残高 10,000 4,050 △38,039 △23,989

 

（4）個別注記表 

①重要な会計方針に係る事項に関する注記 

第11期 
(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

 1.  有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式……移動平均法による原価法 

 

2.  固定資産の減価償却の方法 

    (1)有形固定資産（リース資産を除く。）……定率法 

 

   (2)無形固定資産（リース資産を除く。）……定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内利用

可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 

     (3)長期前払費用……定額法 

 

3.  引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

4.  その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

    (1)消費税等の会計処理 

   税抜方式によっています。 
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②貸借対照表に関する注記 

 

第11期 
(平成22年 9月30日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   10,284千円

※２ 関係会社に対する金銭債権債務 

   短期金銭債権 10,735千円 

   長期金銭債権 67,500千円 

   短期金銭債務  4,308千円 

 

③損益計算書に関する注記 

 

第11期 
(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

※ １ 関係会社に係る注記 

   関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ています。 

営業取引 68,422千円

営業取引以外の取引 1,110千円

 
 
 

 

④税効果会計に関する注記 

 
第11期 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

1．繰延税金資金の発生の主な原因別の内訳 

 

 （繰延税金資産） 

税務上の繰越欠損金 21,105千円

開発費 2,924千円

小計 24,029千円

評価性引当額 △13,996千円

 合計 10,033千円
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⑤関連当事者との取引に関する注記 

 

第11期(自 平成21年10月 1日 至 平成22年 9月30日) 
(1)子会社等 

関係内容 

属性 会社等の名称 
事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有
(被所有)割合

(％) 役員の兼

任等 
事業上の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

ITサービスの受
託、経営管理業

務の受託 
29,350 売掛金 10,364

ITサービスの委
託 

39,058 買掛金 4,308 
子会
社 

インフォメー
ションサービ
スフォース株

式会社 

情報技術サ
ービスの提

供 

（所有） 
直接 100 

兼任 
3名 

業務委託及
び受託先 

資金の貸付 48,000 長期貸付金 48,000

子会
社 

リンガフラン
カ株式会社 

国際交流サ
ービスの提

供 

（所有） 
直接 －
[100] 

兼任 
1名 

業務委託及
び受託先 

資金の貸付 13,000 長期貸付金 13,000

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．サービスの価格その他の取引条件は、当社と関連を有さない第三者との取引における一般的取引条件 

と同様に決定しております。 

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

    ４．「議決権等の所有（被所有）割合」欄の[ ]内は、緊密な者または同意している者の所有割合で外数 

であります。 
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⑥１株当たり情報に関する注記 

 

項目 
第11期 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

１株当たり純資産額 △2,398円99銭

１株当たり当期純利益 4,159円63銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (注)１

(注)１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

  ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
第11期 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日)

 当期純利益(千円) 41,596

 普通株主に帰属しない金額(千円) －

 普通株式に係る当期純利益(千円) 41,596

 普通株式の期中平均株式数(株) 10,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

第10期第１回新株予約権
（新株予約権の数20,000
個）。詳細は「第４提出会
社の状況１株式等の状況
（2）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであり
ます。 

 

⑦重要な後発事象に関する注記 

第11期 
(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

（会社分割による事業承継） 

当社の連結子会社である株式会社ユースは、平成22年11月

17日開催の取締役会において、同社のプロフェッショナル

事業及びソリューション・ビジネス事業を、当社の連結子

会社であるインフォメーションサービスフォース株式会社

へ承継させることを決議し、同日付で吸収分割契約を締結

し、平成23年１月１日付で分割いたしました。 

 

１．会社分割の目的 

共通の事業領域と異なる取引先をもつ両社の統合により、

技術の相互補完によるサービスの向上、規模の経済による

経営効率の向上を見込んでおります。 

 

２．会社分割する事業内容、規模 

株式会社ユースのプロフェッショナル事業及びソリューシ

ョン・ビジネス事業 

承継資産124,909千円 

承継負債138,327千円 
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３．会社分割の形態 

株式会社ユースを吸収分割会社、インフォメーションサー

ビスフォース株式会社を承継会社とする吸収分割 

 

４．会社分割に係る分割会社又は承継会社の名称、事業内

容等 

吸収分割会社 

名称 株式会社ユース 

住所 東京都新宿区西新宿七丁目３番４号 

事業内容：流通事業者向けのアプリケーション・ソフトウ

ェアの受託開発他 

吸収分割承継会社 

名称 インフォメーションサービスフォース株式会社 

住所 東京都新宿区西新宿七丁目３番４号 

事業内容：システム・エンジニアリング・サービス、人材

派遣サービス他 

 

５．会社分割の時期 

平成23年１月１日 

 

（事業譲渡） 

当社は、平成22年４月28日開催の株主総会において、当社

の連結子会社であるインフォメーションサービスフォース

株式会社に対して、システム・エンジニアリング・サービ

ス事業を譲渡することを決議し、また、平成22年９月29日

開催の株主総会において人材派遣事業を譲渡することを決

議し、それぞれ平成22年10月１日（第２次）にシステム・

エンジニアリング・サービス事業を、平成23年１月１日

（第３次）に人材派遣事業を譲渡いたしました。 

 

１．譲渡の目的 

持株会社体制に移行し、持株会社と事業会社を分離するこ

とによるＭ＆Ａの加速化、事業ごとの収益管理の徹底、事

業会社への経営資源の集中を図ること等を目的としており

ます。 

 

２．譲渡する相手会社の名称 

インフォメーションサービスフォース株式会社 

 

３．譲渡する事業の内容、規模 

当社のシステム・エンジニアリング・サービス事業及び人

材派遣事業 

 

４．譲渡する資産・負債の額 

資産14,400千円 

 

５．譲渡の時期 

平成22年10月１日（第２次）、平成23年１月１日（第３

次） 

 

６．譲渡価額 

14,400千円 
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（株式取得） 

当社は、平成22年10月１日付で、当社の連結子会社である

リンガフランカ株式会社の全株式を取得いたしました。 

１．株式取得の目的 リンガフランカ株式会社を当社の直 

接保有の子会社とするため。 

２．株式取得の相手先の名称 小澤勝（当社代表取締役） 

３．株式取得の時期 平成22年10月１日 

４．取得する株式の数 10株 

５．取得価額 100千円 

 

（インフォメーションサービスフォース株式会社の増資に対す

る引き受け） 

当社は、平成22年12月１日開催の取締役会において、当社

の連結子会社であるインフォメーションサービスフォース

株式会社の増資に対する払込の引き受けを決議し、平成23

年１月１日に払込を完了いたしました。今回の増資は、債

務超過の解消を目的として実施するものであり、内容は次

のとおりであります。 

増資金額：50,000千円 

当社の引受額：50,000千円 

（増資後の持分比率100％） 

払込日：平成23年１月１日 
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(5) 【附属明細書】 

①有形固定資産及び無形固定資産の明細 

（単位：千円） 

区分 資産の種類 
期首帳簿 
価額 

当期増加額 当期減少額 当期償却額
期末帳簿 
価額 

減価償却 
累計額 

期末取得
原価 

建物 394 666 － 158 902 164 1,066

工具、器具及び

備品 
2,766 － 126 970 1,669 10,120 11,789有形固定資産 

計 3,160 666 126 1,129 2,571 10,284 12,856

ソフトウェア 47,214 － － 12,758 34,455 29,339 63,794

無形固定資産 

計 47,214 － － 12,758 34,455 29,339 63,794

 

②引当金の明細 

（単位：千円） 

当期減少額 
区分 期首残高 当期増加額 

目的使用 その他 
当期末残高 

貸倒引当金 － 299 － － 299

 

③販売費及び一般管理費の明細 

科目 金額 摘要 

 千円  

給料手当 36,255  

法定福利費 4,411  

福利厚生費 1,192  

地代家賃 8,615  

報酬手当 1,275  

消耗品費 2,109  

通信費 2,862  

賃借料 1,239  

施設移転費 6,622  

減価償却費 13,888  

貸倒引当金繰入額 299  

その他 5,153  

計 83,925  
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５ 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

区分 金額(千円) 

現金 63

預金 

普通預金 14,865

計 14,865

合計 14,928

 

② 売掛金 

（a）相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 備     考 

株式会社東邦システムサイエンス 16,632 

インフォメーションサービスフォース株式会社 10,364 

富士ソフト株式会社 5,400 

アネックスインフォメーション株式会社 4,323 

レバレジーズ株式会社 3,937 

NTTソフトサービス株式会社 2,659 

株式会社DTS 2,177 

その他 14,320 

合計 59,812 

 

（ｂ）売掛金の発生および回収並びに滞留状況              （単位：千円） 

 

回 収 率 
前期繰越高 

(Ａ) 

当期発生高

(Ｂ) 

当期回収高 

(Ｃ) 

次期繰越高

(Ｄ)    (Ｃ)   

(Ａ)＋(Ｂ)
×100 

滞留期間 

(Ａ)＋(Ｄ) 

     2     

   (Ｂ)    

365 

48,656 441,624 430,469 59,812 87.8% 44.8日 

（注）当期発生高には消費税等は含まれています。 
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③ 買掛金 

相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 

インフォメーションサービスフォース株式会社 4,308

株式会社パワーハウス 3,696

コアーズ株式会社 3,360

株式会社樋口総合研究所 3,192

株式会社OPE 1,155

株式会社ビーブレイクシステムズ 1,155

その他 1,203

合計 18,069

 

④ 1年以内返済予定長期借入金 

相手先 金額(千円) 

株式会社三井住友銀行 28,208

株式会社三菱東京UFJ銀行 16,716

株式会社みずほ銀行 900

株式会社日本政策金融公庫 4,080

合計 49,904

 

⑤ 長期借入金 

相手先 金額(千円) 

株式会社三井住友銀行 75,444

株式会社三菱東京UFJ銀行 34,521

株式会社みずほ銀行 43,035

株式会社日本政策金融公庫 2,000

合計 155,000
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６ 【その他】 

(1) 社債明細表及び借入金等明細表 

財務諸表等規則に準じて作成した第11期の社債明細表及び借入金等明細表は以下のとおりです。な

お、当該明細表については監査を受けておりません。 

(a)社債明細表 

 

区分 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

社債 平成20年3月1日 1,000 1,000 3.00 無 平成25年3月1日

合計 ― 1,000 1,000 ― ― ― 

(注)決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

― ― 1,000 ― ―

 

 

(b)借入金等明細表 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 141,925 49,904 3.64 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

120,904 155,000 2.48 
平成23年10月1日 
～平成31年10月31日

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 262,829 204,904 ― ― 

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内 

(千円) 
３年超４年以内 

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 45,834 28,134 22,961 17,810
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(2)製造原価報告書 

財務諸表等規則に準じて作成した第11期の製造原価明細書は以下のとおりです。なお、当該明細書に

ついては監査を受けておりません。 

 

（a）製造原価明細書 

  
第11期 

(自 平成21年10月 1日 
至 平成22年 9月30日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 労務費  259,924 76.9

Ⅱ 経費 ※１ 78,226 23.1

  当期総製造費用  338,150 100.0

当期製品製造原価  338,150

  

(注) ※１ 主な内訳は以下のとおりであります。 

区分 
注記
番号

第11期 

業務委託費  78,226

合計  78,226

    （原価計算の方法） 
    当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。 
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(3) 第12期第1四半期（平成22年10月 1日から平成22年12月31日）の連結業績の概要 

当第1四半期におけるわが国経済は、新興国を中心として海外経済の回復が進み、政府や日銀による各

種政策効果もあり、企業収益が緩やかに回復するなど持ち直しの動きを見せた一方で、雇用や所得環境

に本格的な改善は見られず、急激な円高やデフレの影響が懸念されるなど、景気下振れリスクを抱えた

不透明感の強い状況が続いております。 

このような状況の中、情報技術サービス事業は、平成22年11月には稼働率90%、12月には95%まで回復

し、収益は大幅に改善しました。その結果、当事業年度第１四半期の売上は233,221千円となりました。 

国際交流サービス事業では、国際交流ラウンジ・サービスの各種イベントの開催によって会員顧客数

が増加しましたが目標値には到達しませんでした。平成22年8月から開始した出張英会話が少額ながらも

売上に貢献しました。その結果、当第1四半期の売上は204千円、経常損失△4,418千円となりました。 

また、平成22年10月より、株式会社ユースの損益計算が当社グループの連結対象となりました。株式

会社ユースは、当社グループへ編入後、本社移転、経営管理費用の削減、人件費調整等のコスト削減を

行いました。 

その結果、当社グループの第12期第1四半期の連結売上は233,426千円、連結経常利益は6,484千円とな

りました。 

 

 ① 連結損益計算書 

 

第12期 
第1四半期 

(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

 

当期累計 
 

(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日) 

 

区分 金額(千円) 金額(千円) 

  

売上高 233,426 233,426 

売上原価 179,148 179,148 

売上総利益 54,277 54,277 

販売費及び一般管理費 53,604 53,604 

営業利益 673 673 

営業外収益 7,635 7,635 

営業外費用 1,823 1,823 

経常利益 6,484 6,484 

税金等調整前四半期純利益 6,484 6,484 

法人税、住民税及び事業税 － － 

四半期純利益 6,484 6,484 

  

（注） 

 

 

 

 

 

 

 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在しますが、期中平均 

株価が把握できないため、記載を省略しております。 

期 別 

科 目 

第12期 
第1四半期 

( 自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

 

当期累計 
 

(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日) 

 
期中平均株式数 10,000株 10,000株

1株当たり四半期純利益 648円48銭 648円48銭

潜在株式調整後1株当たり四

半期純利益 
― ―
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② 事業部門別売上高 

(単位：千円) 

期 別

事業の種類 

第12期 
第1四半期 

(自 平成22年10月 1日
至 平成22年12月31日)

 

当期累計 
 

(自 平成22年10月 1日 
至 平成22年12月31日 ) 

 

システム・プロダクト・ビ

ジネス（SPB） 
13,110 13,110 

システム・インテグレーシ

ョン・サービス（SIS） 
30,820 30,820 

システム・エンジニアリン

グ・サービス（SES） 
176,246 176,246 

情 報 技 術
サービス 

エンジニア・スタッフィン

グ・サービス（人材派遣） 
13,046 13,046 

国際交流サービス 204 204 

合 計 233,426 233,426 
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 ③ 連結貸借対照表 

 
第11期末 

 
(平成22年 9月30日現在)

第12期 
第1四半期 

(平成22年12月31日現在) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 

  

(資産の部)  

流動資産  

現金及び預金 38,762 85,368 

売掛金 111,072 128,979 

たな卸資産 9,550 4,615 

繰延税金資産 42,528 42,528 

未収入金 8,548 7,109 

前払費用 8,142 2,086 

その他 411 6,284 

貸倒引当金 △702 △702 

 流動資産合計 218,315 276,269 

固定資産  

有形固定資産  

建物 902 864 

工具、器具及び備品 2,884 2,582 

 有形固定資産合計 3,786 3,447 

無形固定資産  

のれん 43,357 41,284 

ソフトウェア 64,500 58,349 

 無形固定資産合計 107,858 99,634 

投資その他の資産  

長期前払費用 5,975 5,870 

預託保証金 7,425 7,430 

  長期貸付金 － 6,316 

 投資その他の資産合計 13,401 19,617 

  固定資産合計 125,045 122,698 

資産合計 343,361 398,968 
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第11期末 

 
(平成22年 9月30日現在)

第12期 
第1四半期 

(平成22年12月31日現在) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 

  

(負債の部)   

流動負債  

買掛金 19,469 27,518 

一年以内償還予定社債 50,000 50,000 

一年以内返済予定長期借入金 49,904 49,904 

未払金 28,527 13,075 

未払法人税等 619 265 

未払消費税等 3,778 10,928 

預り金 10,945 17,184 

前受収益 15,650 13,327 

その他 3,890 50,725 

 流動負債合計 182,787 232,929 

固定負債  

社債 76,000 76,000 

長期借入金 155,000 153,980 

 固定負債合計 231,000 229,980 

負債合計 413,787 462,909 

（純資産の部）   

 株主資本   

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 4,050 4,050 

利益剰余金 △84,475 △77,991 

株主資本合計 △70,425 △63,941 

純資産合計 △70,425 △63,941 

負債･純資産合計 343,361 398,968 

  

 

 （注） 

期 別 
科 目 

第11期末 
 

(平成22年 9月30日現在)

第12期 
第1四半期 

(平成22年12月31日現在) 

発 行 済 株 式 総 数 10,000株 10,000株 

1株当たり純資産額 △7,042円60銭 △6,394円10銭 
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④ 連結株主資本等変動計算書 

第1四半期（自 平成22年10月 1日 至 平成22年12月31日） 

（単位：千円） 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
純資産合計

平成22年 9月30日残高 10,000 4,050 △84,475 △70,425 △70,425

当連結会計年度中の変動額  

当期純利益 － － 6,484 6,484 6,484

当連結会計年度中の変動額

合計 
－ － 6,484 6,484 6,484

平成22年12月31日残高 10,000 4,050 △77,991 △63,941 △63,941

 

 ⑤ 連結キャッシュ・フローの状況 
 

  
第1四半期 

(自 平成22年10月 1日 
至 平成22年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益  6,484 

２ 減価償却費  9,040 

３ 受取利息及び受取配当金  △67 

４ 支払利息  1,797 

５ 売上債権の増減額  △17,906 

６ その他の流動資産の増減額  6,557 

７ 仕入債務の増減額  8,048 

８ その他の流動負債の増減額  42,093 

    小計  56,049 

９ 利息及び配当金の受取額  67 

１０ 利息の支払額  △1,797 

営業活動によるキャッシュ・フロー  54,318 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 投資有価証券の取得による支出  △100 

２ 貸付による支出  △6,316 

３ その他  △277 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,693 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 長期借入金の返済による支出  △1,020 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,020 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  46,605 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  38,762 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 ※２ 85,368 

   
(注) １ キャッシュ・フローの状況における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資 

２ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 85,368千円
計 85,368千円

現金及び現金同等物 85,368千円
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 10月1日から9月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 9月30日 

株券の種類 １株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 9月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え  

  取扱場所 東京都中央区八重洲二丁目3番1号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目5番地33号 住友信託銀行株式会社  

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 ― 

  株主名簿管理人 ― 

  取次所 ― 

  買取手数料 ― 

公告掲載方法 
官報に掲載して行う。ただし、計算書に係る情報の提供は、インターネットを使用す
る方法により行う。 

株主に対する特典 
平成23年9月30日現在において1株以上保有の株主に対し、リンガフランカ株式会社
「国際交流ラウンジ」招待券10枚(10,000円相当)を贈呈します。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

 

２【その他の参考情報】 

新株式発行に関する会社内容説明書(平成23年4月)の提出日（平成23年3月14日）以降、日本証券

業協会「グリーンシート銘柄及びフェニックス銘柄に関する規則」第16条（会社情報の本協会への

報告）に基づいて報告した事項は以下の通りです。 

 

1.平成23年 5月12日  「公募による新株式発行の日程の変更に関するお知らせ」 

2.平成23年 5月13日  「平成23年9月期 第2四半期決算短信（連結）」 

3.平成23年 5月17日  「子会社における新たな事業の開始に関するお知らせ」 

4.平成23年 5月17日  「株主優待制度の開始に関するお知らせ」 

5.平成23年 5月17日  「公募による新株式発行の変更日程の確定に関するお知らせ」 

6.平成23年 7月11日  「子会社における新たな事業の中止に関するお知らせ」 

7.平成23年 7月19日  「公募による新株式発行の日程の再変更に関するお知らせ」 

8.平成23年 7月27日  「平成23年9月期 第3四半期決算短信（連結）」 

9.平成23年 7月27日  「公募による新株式発行の変更日程等の確定に関するお知らせ」 

 

 



       

 
平成 23 年 5 月 12 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 中井 慎司 
電話 03-5332-6751 

公募による新株式発行の日程の変更に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、平成23年3月14日の取締役会において決議した公募によ

る新株式の発行について、下記のとおり日程を変更することを決議いたしましたので、お知らせ

いたします。 

記 

１．変更の理由  

 当社は、平成23年4月5日にグリーンシート銘柄に指定され、公募による新株式の募集を行って

まいりました。しかしながら、3月におきた東日本大震災の経済活動に与える影響は大きく、当社

の公募期間においても、計画停電などの影響による説明会会場の確保の問題などを含め、十分な

告知及び募集活動ができないものとなっております。また、当社は平成22年9月に株式会社ユース

を買収しており、当期の業績予想は売上高において前期のほぼ倍増である、887,909千円を見込ん

でおります。第1四半期において、売上高233,426千円を達成するなど、業績予想に対して実績値

は順調に進捗しているにも関らず、第１四半期の実績開示だけでは業績予想の達成について十分

な説明ができておりません。 

以上のことから、今回第2四半期の決算短信を開示し、半期での実績値を示すとともに、下記の

日程のとおり募集期間を変更することについて、決議致しました。 

 

２．今後の予定 

平成23年 5月中旬   第2四半期決算短信開示 

平成23年 5月中旬   改めて新株式の発行に関する会社内容説明書の提出 

平成23年 5月中旬   証券会社申込取扱期間 

平成23年 7月下旬まで  

以 上 



様式１７ 

－1－ 

                                   
平成 23 年 9 月期  第 2 四半期決算短信（連結） 

平成 23 年 5 月 13 日 

 

会社名     株式会社 トライアンフコーポレーション グリーンシート銘柄 

コード番号   3651                  本社所在都道府県 東京都 

本社所在地   東京都新宿区西新宿 7-3-4 

代表者     役職名 代表取締役  小澤 勝 

問合せ先責任者 役職名 取締役    中井 慎司   ＴＥＬ（03）5332-6751 

       

 

１．平成 23 年 9 月期第 2四半期の連結業績（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日） 

（注） 1．本四半期決算短信の数値は、未監査です。 

    2．本四半期決算短信の数値は、税効果会計の適用等、所要の会計上の修正を行っていません。 

    3．当社は、当期より初めて四半期決算を実施いたしましたので、前年同期の業績についての記 

載及び対前年同四半期増減率の記載は省略しております。 

(1) 連結経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

23 年第 2四半期 

千円    

475,832    

千円    

23,378    

千円    

28,838    

 

 
当期純利益 

1 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 

23 年第 2四半期 

 千円   

840 

円 銭

84  06 

円 銭

―

％ 

― 

％ 

8.2 

％

6.1

(注) 1.期中平均株式数  平成 23 年第 2四半期 10,000 株 

   2.会計処理の方法の変更  無 

   3.潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在しますが、期中平均株価が算定でき

ないため、記載を省略しております。 

   4.自己資本当期純利益率については、自己資本がマイナスであることから記載を省略しております。 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

23 年第 2四半期 

千円

363,643

千円

△69,585

％ 

△19.1 

円  銭

△6,958   54 

(注) 期末発行済株式数  平成 23 年第 2四半期 10,000 株  



様式１７ 

－2－ 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

23 年第 2四半期 

千円

 91,252

千円

 △4,933

千円 

△2,040 

千円

123,041

 

２．平成 23 年 9 月期の連結業績予想（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年 9 月 30 日） 

1 株当たり年間配当金（円）  
 売 上 高 経常利益 当期純利益

第 1四半期 中間期末 第 3四半期 期末 年間

 

通  期 

千円 

887,909 

千円 

21,519 

千円

21,968 ― ―

 

― 

 

0 0 

 (参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 2,196 円 80 銭 

  上記に記載した予想数値は、現時点での入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確

実な要素を含んでおります。実際の実績等は、今後さまざまな要因により、上記予想数値と異なる結果

となる場合があります。 

（注）1株当たり予想当期純利益は第 2四半期末の発行済株式総数を基に計算しております。 
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１．当四半期（平成 23 年 1 月 1日から平成 23 年 3 月 31 日）の連結業績等に関する定性的情報 

 当第 2 四半期におけるわが国経済は、新興国を中心として海外経済の回復が進み、政府や日銀によ

る各種政策効果による下支え効果等により、企業収益が緩やかに回復するなど持ち直しの局面に入り

つつも、3 月 11 日に発生しました東日本大震災の影響で、今後の状況につきましては、再度景気の下

振れリスクを抱えた不透明感の強い状況が続いております。 

 このような状況の中、情報技術サービス事業は、第 1 四半期に引き続き、平均稼働率 95％で推移す

るなど堅調に推移し、第 1 四半期を上回る結果となりました。その結果、当事業年度第 2 四半期の売

上は 242,217 千円となりました。 

 国際交流サービス事業では、引き続き、国際交流ラウンジ・サービスの各種イベントの開催によっ

て会員顧客数の増加を図りましたが目標値には到達しませんでした。その結果、当第 2 四半期の売上

は 188 千円となりました。 

 当社グループの第 12 期第 2 四半期の連結売上高は 242,406 千円、連結経常利益は 22,353 千円とな

りました。 

 

２．連結業績予想に関する定性的情報 

 平成 23 年 3 月 14 日提出の会社内容説明書に公表いたしました予想に変更はありません。 

 

３．四半期連結計算書類等 

(1) 連結損益計算書 

                (単位：千円) 

期  別 

科  目 

第 12 期 
第 1四半期 

自平成 22年 10 月 1 日

至平成 22 年 12 月 31 日

第 12 期 
第 2四半期 

自平成 23年 1 月 1 日

至平成 23 年 3 月 31 日

当期累計  
自平成 22 年 10 月 1 日 

至平成 23 年 3 月 31 日 

売上高 233,426 242,406 475,832 

 売上原価 179,148 160,845 339,994 

売上総利益 54,277 81,560 135,837 

 販売費及び一般管理費 53,604 58,854 112,458 

営業利益 673 22,705 23,378 

営業外収益 7,635 2,405 10,040 

営業外費用 1,823 2,757 4,580 

経常利益 6,484 22,353 28,838 

 特別利益 － 297 297 

 特別損失 － 1,493 1,493 

税金等調整前四半期純利益 6,484 21,158 27,642 

法人税、住民税及び事業税 － 0 0 

法人税等調整額 － △26,801 △26,801 

四半期純利益又は損失(△) 6,484 △5,644 840 

  
（注）当社は、当事業年度第 1四半期より四半期決算を実施しておりますので、前年同期累計の記載は省略し 

ております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

潜在株式調整後 1株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式は存在しますが、期中平均株価が把握できな

いため、記載を省略しております。 

期 別

科 目 
第 12 期 

第 1四半期 
自平成 22年 10 月 1 日

至平成 22 年 12 月 31 日

第 12 期 
第 2四半期 

自平成 23年 1 月 1 日

至平成 23 年 3 月 31 日

当期累計  
自平成 22 年 10 月 1 日 

至平成 23 年 3 月 31 日 

期中平均株式数 10,000 株 10,000 株 10,000 株 

1 株当たり四半期純利益 648 円 48 銭 △564 円 43 銭 84 円 06 銭 

潜在株式調整後 1 株当た

り四半期純利益 
― ― ― 
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(2) 事業部門別売上高 

(単位：千円) 

期 別

事業の種類 

第 12 期 
第 1四半期 

自平成 22年 10 月 1 日 

至平成 22 年 12 月 31 日

第 12 期 
第 2四半期 

自平成 23年 1 月 1 日

至平成 23 年 3 月 31 日

当期累計  
自平成 22 年 10 月 1 日 

至平成 23 年 3月 31 日 

システム・プロダク

ト・ビジネス（SPB） 
13,110 21,972 35,082 

システム・インテグ

レーション・サービ

ス（SIS） 

30,820 18,757 49,577 

システム・エンジニ

アリング・サービス

（SES） 

176,246 174,730 350,976 

情報技術

サービス 
 

エンジニア・スタッ

フィング・サービス

（人材派遣） 

13,046 26,757 39,803 

国際交流サービス 204 188 392 

合 計 233,426 242,406 475,832 
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(3) 連結貸借対照表 

                                 (単位：千円) 

期 別

科 目 

  
第 11 期末 

  
(平成 22 年 9 月 30 日現在）

第 12 期  
第 1 四半期  

(平成 22 年 12 月 31 日現在）

第 12 期  
第 2 四半期   

(平成 23 年 3 月 31 日現在） 

（資産の部）    

流動資産    

現金及び預金 38,762 85,368 123,041 

売掛金 111,072 128,979 104,178 

たな卸資産 9,550 4,615 1,519 

繰延税金資産 42,528 42,528 15,726 

未収入金 8,548 7,109 5,232 

前払費用 8,142 2,086 2,085 

その他 411 6,284 4,169 

 貸倒引当金 △702 △702 △404 

流動資産合計 218,315 276,269 255,549 

固定資産    

有形固定資産    

 建物 902 864 827 

 工具、器具及び備品 2,884 2,582 2,097 

  有形固定資産合計 3,786 3,447 2,924 

無形固定資産    

 のれん 43,357 41,284 36,868 

 ソフトウェア 64,500 58,349 50,066 

  無形固定資産合計 107,858 99,634 86,934 

投資その他資産    

長期前払費用 5,975 5,870 5,563 

預託保証金 7,425 7,430 7,430 

長期貸付金 － 6,316 5,240 

投資その他資産合計 13,401 19,617 18,234 

固定資産合計 125,045 122,698 108,093 

資産合計 343,361 398,968 363,643 
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(単位：千円) 

 

 

  
第 11 期末 

  
(平成 22 年 9 月 30 日現在）

第 12 期  
第 1 四半期  

(平成 22 年 12 月 31 日現在）

第 12 期  
第 2 四半期  

(平成 23 年 3 月 31 日現在） 

（負債の部）    

流動負債    

 買掛金 19,469 27,518 28,865 

 短期借入金 － － 25,000 

 一年以内償還予定社債 50,000 50,000 25,000 

 一年以内返済予定長期借入金 49,904 49,904 49,904 

未払金 28,527 13,075 5,693 

未払法人税等 619 265 265 

未払消費税等 3,778 10,928 11,021 

預り金 10,945 17,184 10,192 

前受収益 15,650 13,327 14,024 

その他 3,890 50,725 34,300 

流動負債合計 182,787 232,929 204,268 

固定負債    

社債 76,000 76,000 76,000 

長期借入金 155,000 153,980 152,960 

固定負債合計 231,000 229,980 228,960 

 負債合計 413,787 462,909 433,228 

（純資産の部）    

株主資本    

資本金 10,000 10,000 10,000 

資本剰余金 4,050 4,050 4,050 

利益剰余金 △84,475 △77,991 △83,635 

株主資本合計 △70,425 △63,941 △69,585 

純資産合計 △70,425 △63,941 △69,585 

負債・純資産合計 343,361 398,968 363,643 

    

  ※記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 （注） 

期 別
科 目 

  
第 11 期末 

  
(平成 22 年 9 月 30 日現在）

第 12 期  
第 1 四半期  

(平成 22 年 12 月 31 日現在）

第 12 期  
第 2 四半期   

(平成 23 年 3 月 31 日現在） 

発 行 済 株 式 総 数 10,000 株 10,000 株 10,000 株 

1 株当たり純資産額 △7,042 円 60 銭 △6,394 円 10 銭 △6,958 円 54 銭 
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(4) 連結株主資本等変動計算書 

第 12 期第 2四半期（自 平成 22 年 10 月 1 日 至 平成 23 年 3 月 31 日） 

 （単位：千円） 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
純資産合計

平成 22 年 9 月 30 日残高 10,000 4,050 △84,475 △70,425 △70,425

第 1 四半期中の変動額  

四半期純利益 6,484 6,484 6,484

第 1 四半期中の変動額合計 6,484 6,484 6,484

平成 22 年 12 月 31 日残高 10,000 4,050 △77,991 △63,941 △63,941

第 2 四半期中の変動額  

四半期純損失 △5,644 △5,644 △5,644

第 2 四半期中の変動額合計 △5,644 △5,644 △5,644

平成 23 年 3 月 31 日残高 10,000 4,050 △83,635 △69,585 △69,585

 

(5) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

1． 法人税、住民税及び事業税は既支払額を計上しております。 

2． 未収収益、未払費用等の経過勘定項目のうち、重要性の低い項目は、四半期決算書上資産及び負債への計上を

省略しております。 

3． 貸倒引当金及び賞与引当金については、四半期の評価は省略しております。 

4． 各四半期の減価償却費は年間見積額の 1/4 に該当する金額を計上しております。 

 なお、当該四半期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書並びに連結キ

ャッシュ・フロー計算書については、公認会計士等の監査を受けておりません。 

 

(6) 会計方針の変更 

 該当事項はありません。 
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(7) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
第12期第2四半期 

(自 平成22年10月 1日 
至 平成23年 3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益  27,642 

減価償却費  20,392 

貸倒引当金の増減額  △297 

固定資産除去損  1,493 

受取利息及び受取配当金  △358 

支払利息  4,186 

売上債権の増減額  6,894 

たな卸資産の増減額  8,031 

その他の流動資産の増減額  5,615 

仕入債務の増減額  9,395 

その他の流動負債の増減額  12,439 

小計  95,434 

 利息及び配当金の受取額  358 

 利息の支払額  △4,186 

 法人税等の支払額  △354 

営業活動によるキャッシュ・フロー  91,252 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  投資有価証券の取得による支出  △100 

  貸付による支出  △6,590 

  貸付金の回収による収入  1,350 

  その他  406 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,933 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   

  長期借入金の返済による支出  △2,040 

  短期借入金の借入による収入  25,000 

 社債の償還による支出  △25,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,040 

 現金及び現金同等物の増加額  84,279 

 現金及び現金同等物の期首残高  38,762 

 現金及び現金同等物の期末残高 注2 123,041 

   
(注)1 手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に 

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資 
2 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 123,041千円
現金及び現金同等物 123,041千円

 

４．その他 

連結子会社である株式会社ユースについては、3月 31 日に解散決議を行い、現在、清算結了に向け

て手続中です。 

以上 
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平成 23 年 5 月 17 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 中井 慎司 
電話 03-5332-6751 

 

子会社における新たな事業の開始に関するお知らせ 
 

当社の子会社であるリンガフランカ株式会社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり

新たな事業を開始することを決議致しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．事業開始の趣旨 

当社の子会社であるリンガフランカ株式会社は、職業適性能力開発のための研修事業（以下「能

力開発サービス事業」）、および、有料職業紹介事業（以下「職業紹介サービス事業」）を開始す

ることに致しました。当事業を通じて、当社は失業率が高止まりする今日の日本社会の現状改善

に貢献して行く所存です。 

本事業を行うにあたり、医療法人社団慈恵医会の理事長である渡辺貞雄氏がリンガフランカ株

式会社の取締役に就任致します。渡辺氏は、介護職員養成事業を通じた社会貢献に強い関心を持

っており、教育事業という点で共通性のあるリンガフランカにおいて事業を開始することになり

ました。 

 

２．新たな事業の慨要 

（１）能力開発サービス事業 

当事業は、厚生労働省の外郭団体である中央職業能力開発協会が扱う、緊急人材育成・

就職支援基金事業の適用を予定しており、大学および専門学校等の卒業から 3 年以内の就

業希望者を対象に、職業斡旋を前提に 3～6 か月間研修を行うものです。具体的な研修内

容として、国際英語、情報技術者養成、介護職員養成等を計画しています。研修は、国際

交流ラウンジ（東京都新宿区）で行うほか、群馬県桐生市に特設会場を設置する計画です。 

 

（２）職業紹介サービス事業 

能力開発サービス事業の参加者である就業希望者を対象に、有料職業紹介を行います。

主な就業先として、ITサービス事業者、ホテル、レストラン、介護福祉施設を想定してい

ます。 
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３．日程 

平成 23 年 6 月下旬 能力サービス開発事業における研修者の募集開始 

平成 23 年 8 月下旬 有料職業紹介事業許可取得 

平成 23 年 9 月下旬 研修開始 

平成 23 年 10 月上旬 職業紹介サービス事業開始 

 

４．今後の見通し 

本件新規事業が、現時点において当期（平成 23 年 9 月期）の業績に与える影響は軽微であり、

今後、業績の見通しに修正の必要が生じた場合は、速やかに開示させていただきます。 

 

以 上 

 



       

 
平成 23 年 5 月 17 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 中井 慎司 
電話 03-5332-6751 

 

株主優待制度の開始に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、株主優待制度に関して下記のとおり決議いたしま

したので、お知らせいたします。 

 

記 
 

１．株主優待制度開始の目的 

株主優待制度開始の目的は、株主の皆様の日頃のご支援にお応えするべく、当社株式への投資

魅力を高め、中長期的に保有していただける株主様の増加を図ること、並びに株主優待制度を通

した当社グループ事業への理解促進を図ることを目的としております。 

 

２．株主優待制度の内容 

（１）対象株主様 

毎年9月30日現在の株主様を対象といたします。 

 

（２）優待内容 

 所有株式数1株以上を保有する株主様に対し、リンガフランカ株式会社「国際交流ラウンジ」招

待券10枚(10,000円相当)を贈呈いたします。 

 

（３）実施回数 

毎年9月30日を基準日として年1回実施いたします。 

 

（４）贈呈時期 

 毎年11月下旬頃（9月30日現在の株主様）に、招待券を発送いたします。 

 

３．株主優待の開始時期 

 平成23年9月30日現在の株主名簿に記載された株主様より実施いたします。 

以上 



 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、
投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成す
る新株式発行に関する会社内容説明書をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさる
ようお願いいたします。 

       

 
平成 23 年 5 月 17 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 中井 慎司 
電話 03-5332-6751 
 

公募による新株式発行の変更日程の確定に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成23年5月12日にお知らせしました平成23年3月14日

の取締役会において決議した公募による新株式の発行の変更日程について、下記の日程にて募集

することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

募集の日程及び概要 

1. 証券会社申込取扱期間     平成23年5月18日(水)から平成23年7月22日(金) 

2. 払込期日           平成23年7月27日(水) 

3. 発行新株式数         普通株式 400株 

4. 発行価額           １株につき金50,000円 

5. 募集価額           １株につき金55,000円 

6. 発行価額の総額         20,000,000円 

7. 発行価額中資本に組入れない額 １株につき金25,000円 

8. 募集取扱証券会社       キャタリスト証券株式会社 本店 

9. 株式の払込取扱機関      沖縄銀行本店 

10. 募集方法            一般募集 

11. 申込株式単位         1株 

12. その他本募集株式の発行について必要な事項は代表取締役に一任する。 

 



 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、
投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成す
る新株式発行に関する会社内容説明書をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさる
ようお願いいたします。 

 

 

【ご参考】 

１． 発行済株式総数の推移（資本金の推移） 

現在の発行済株式総数 普通株式 10,000株（平成23年5月17日現在） 

今回の増加株式数   普通株式 400株 

増資後発行済株式総数 普通株式 10,400株 

現在の資本金     10,000,000円（平成23年5月17日現在） 

今回の増加資本金   10,000,000円 

増資後資本金     20,000,000円 

 

２．調達資金の使途 

当社グループの事業拡大への投資と運転資金（新規採用による増加人件費、広告宣伝費、ソフ

トウェア開発費、施設移転関連費用、事業買収関連費、ほか）に充当する予定です。 
 

３． 株主への利益配分等 

当社は、非公開企業であったため、設立から今日まで無配当でした。株式公開後は、再投資に

よる企業成長と健全なキャッシュ・フローを阻害しない範囲で剰余金の配当を検討したいと考え

ています。 

 

４．過去3年以内にエクイティ・ファイナンスは行っておりません。 

 

以上 

 



       

 
平成 23 年 7 月 11 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 西出 靖 
電話 03-5332-6751 

 

子会社における新たな事業の中止に関するお知らせ 
 

当社の子会社であるリンガフランカ株式会社は、本日開催の取締役会において平成 23 年 5 月

17 日付「子会社における新たな事業の開始に関するお知らせ」にて開示しました新たな事業を開

始することについて、中止することを決議致しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．新たな事業への進出中止の理由 

当社は、平成 23 年 5 月 17 日付「子会社における新たな事業の開始に関するお知らせ」にて新

たな事業として「能力開発サービス事業」及び「職業紹介サービス事業」を行なう予定である旨

お知らせいたしました。 

しかしながら、平成 23 年 10 月以降の基金訓練要項が発表となり新規参入が厳しくなったため

諦めざるをえないこと、および新事業の優先度を見直したところ語学研修サービスの一環である

「グロービッシュ（Globish）に関する語学研修」に専念することが必要との判断から、本日付で

「能力開発サービス事業」及び「職業紹介サービス事業」から撤退することを決議いたしました。 

 尚、この「能力開発サービス事業」及び「職業紹介サービス事業」を開始するにあたり取締役

に就任した渡辺貞雄氏は留任し、語学研修サービスに関わっていく予定です。 

 

２．今後の見通し 

本件新規事業の中止が、現時点において当期（平成 23 年 9 月期）の業績に与える影響は軽微で

あり、今後、業績の見通しに修正の必要が生じた場合は、速やかに開示させていただきます。 

 

以 上 

 



       

 
平成 23 年 7 月 19 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 西出 靖 
電話 03-5332-6751 

公募による新株式発行の日程の再変更に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、平成23年3月14日及び平成23年5月17日の取締役会にお

いて決議した公募による新株式の発行について、下記のとおり日程を再変更することを決議いた

しましたので、お知らせいたします。 

記 

１．変更の理由  

 当社は、平成23年4月5日にグリーンシート銘柄に指定され、また平成23年5月12日に公募による

新株式発行の日程の変更を行い、募集を行ってまいりました。しかしながら、その後に当社子会

社であるリンガフランカ株式会社において、グロービッシュ(Globish)の提唱者であるジャン・ポ

ール・ネリエール氏のオフィシャル・グロービッシュ・アドバイザーの就任が決定、新事業の優

先度の見直しなどから「能力開発サービス事業」及び「職業紹介サービス事業」を中止するなど、

事業計画に新たな展開が出てきております。また、企業買収について、現在2案件の交渉が大詰め

の段階となっております。 

以上のことから、今回上記内容を計画に反映、開示した後、下記の日程のとおり募集期間を変

更することについて、決議致しました。 

 

２．今後の予定 

平成23年 7月下旬   企業買収等に関する開示 

平成23年 7月下旬   改めて新株式の発行に関する会社内容説明書の提出 

平成23年 7月下旬   証券会社申込取扱期間 

平成23年 8月下旬まで  

以 上 
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平成 23 年 9 月期  第 3 四半期決算短信（連結） 

平成 23 年 7 月 27 日 

 

会社名     株式会社 トライアンフコーポレーション グリーンシート銘柄 

コード番号   3651                  本社所在都道府県 東京都 

本社所在地   東京都新宿区西新宿 7-3-4 

代表者     役職名 代表取締役  小澤 勝 

問合せ先責任者 役職名 取締役    西出 靖     ＴＥＬ（03）5332-6751 

       

 

１．平成 23 年 9 月期第 3四半期の連結業績（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年 6 月 30 日） 

（注） 1．本四半期決算短信の数値は、未監査です。 

    2．本四半期決算短信の数値は、税効果会計の適用等、所要の会計上の修正を行っていません。 

    3．当社は、当期より初めて四半期決算を実施いたしましたので、前年同期の業績についての記 

載及び対前年同四半期増減率の記載は省略しております。 

(1) 連結経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

23 年第 3四半期 

千円    

661,867    

千円    

24,228    

千円    

25,900    

 

 
当期純利益 

1 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 

23 年第 3四半期 

 千円   

△2,097 

円 銭

△209  76 

円 銭

―

％ 

― 

％ 

7.4 

％

3.9

(注) 1.期中平均株式数  平成 23 年第 3四半期 10,000 株 

   2.会計処理の方法の変更  無 

   3.潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在しますが、期中平均株価が算定でき

ないため、記載を省略しております。 

   4.自己資本当期純利益率については、自己資本がマイナスであることから記載を省略しております。 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

23 年第 2四半期 

千円

354,387

千円

△72,523

％ 

△20.5 

円  銭

△7,252   36 

(注) 期末発行済株式数  平成 23 年第 3四半期 10,000 株  
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(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による

キャッシュ・フロー

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

23 年第 3四半期 

千円

 110,896

千円

 △4,100

千円 

△3,060 

千円

142,498

 

２．平成 23 年 9 月期の連結業績予想（平成 22 年 10 月 1 日～平成 23 年 9 月 30 日） 

1 株当たり年間配当金（円）  
 売 上 高 経常利益 当期純利益

第 1四半期 中間期末 第 3四半期 期末 年間

 

通  期 

千円 

887,909 

千円 

21,519 

千円

21,968 ― ―

 

― 

 

0 0 

 (参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 2,196 円 80 銭 

  上記に記載した予想数値は、現時点での入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確

実な要素を含んでおります。実際の実績等は、今後さまざまな要因により、上記予想数値と異なる結果

となる場合があります。 

（注）1株当たり予想当期純利益は第 3四半期末の発行済株式総数を基に計算しております。 
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１．当四半期（平成 23 年 4 月 1日から平成 23 年 6 月 30 日）の連結業績等に関する定性的情報 

 当第 3四半期におけるわが国経済は、内閣府月例経済報告（平成 23 年 7 月）によると、景気は、東

日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなかで、このところ上向きの動きがみられると

あり、先行きについては、サプライチェーンの建て直しが進み、生産活動が回復していくのに伴い、

海外経済の緩やかな回復が各種の政策効果などを背景に、景気が持ち直していくことが期待されると

述べています。 

 このような状況の中、情報技術サービス事業は、第 2 四半期と比較し、平均稼働率は 93％へと若干

低下しました。その結果、当事業年度第 3四半期の売上は 185,784 千円となりました。 

 国際交流サービス事業では、グロービッシュ提唱者のジャン･ポール・ネリエール氏のオフィシャ

ル・グロービシュ・アドバイザーの就任が決定したことによる認知度の急上昇により、会員顧客数が

急激に増加したものの目標値には到達しませんでした。その結果、当第 3 四半期の売上は 251 千円と

なりました。 

 当社グループの第 12 期第 3 四半期の連結売上高は 186,035 千円、連結経常利益は△2,936 千円とな

りました。 

 

２．連結業績予想に関する定性的情報 

 平成 23 年 3 月 14 日提出の会社内容説明書に公表いたしました予想に変更はありません。 

 

３．四半期連結計算書類等 

(1) 連結損益計算書 

                (単位：千円) 

期  別 

科  目 

第 12 期 
第 1四半期 

自平成 22年 10 月 1 日

至平成 22 年 12 月 31 日

第 12 期 
第 2四半期 

自平成 23年 1 月 1 日 

至平成 23 年 3 月 31 日

第 12 期 
第 3四半期 

自平成 23年 4 月 1 日 

至平成 23 年 6 月 30 日 

当期累計  
自平成 22 年 10 月 1 日

至平成 23 年 6 月 30 日

売上高 233,426 242,406 186,035 661,867 

 売上原価 179,148 160,845 130,737 470,732 

売上総利益 54,277 81,560 55,297 191,135 

 販売費及び一般管理費 53,604 58,854 54,448 166,907 

営業利益 673 22,705 849 24,228 

営業外収益 7,635 2,405 301 10,342 

営業外費用 1,823 2,757 4,089 8,669 

経常利益 6,484 22,353 △2,938 25,900 

 特別利益 － 297 － 297 

 特別損失 － 1,493 － 1,493 

税金等調整前四半期純利益 6,484 21,158 △2,938 24,704 

法人税、住民税及び事業税 － 0 － 0 

法人税等調整額 － △26,801 － △26,801 

四半期純利益又は損失(△) 6,484 △5,644 △2,938 △2,097 

   
（注）当社は、当事業年度第 1四半期より四半期決算を実施しておりますので、前年同期累計の記載は省略し 

ております。 

 

期 別

科 目 
第 12 期 

第 1四半期 
自平成 22年 10 月 1 日

至平成 22 年 12 月 31 日

第 12 期 
第 2四半期 

自平成 23年 1 月 1 日 

至平成 23 年 3 月 31 日

第 12 期 
第 3四半期 

自平成 23年 4 月 1 日 

至平成 23 年 6 月 30 日 

当期累計  
自平成 22 年 10 月 1 日

至平成 23 年 6 月 30 日

期中平均株式数 10,000 株 10,000 株 10,000 株 10,000 株

1 株当たり四半期純利益 648 円 48 銭 △564 円 43 銭 △293 円 82 銭 △209 円 76 銭

潜在株式調整後 1 株当た

り四半期純利益 
― ― ― ―
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潜在株式調整後 1株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式は存在しますが、期中平均株価が把握できな

いため、記載を省略しております。 

 

(2) 事業部門別売上高 

(単位：千円) 

期 別

事業の種類 

第 12 期 
第 1四半期 

自平成 22年 10 月 1 日 

至平成 22 年 12 月 31 日

第 12 期 
第 2四半期 

自平成 23年 1 月 1 日 

至平成 23 年 3 月 31 日

第 12 期 
第 3四半期 

自平成 23年 4 月 1 日 

至平成 23 年 6 月 30 日 

当期累計  
自平成 22 年 10 月 1 日

至平成 23 年 6月 30 日

システム・プロダク

ト・ビジネス（SPB） 
13,110 21,972 15,290 50,372

システム・インテグ

レーション・サービ

ス（SIS） 

30,820 18,757 7,829 57,406

システム・エンジニ

アリング・サービス

（SES） 

176,246 174,730 136,585 487,561

情報技術

サービス 
 

エンジニア・スタッ

フィング・サービス

（人材派遣） 

13,046 26,757 26,078 65,881

国際交流サービス 204 188 251 643

合 計 233,426 242,406 186,035 661,867
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(3) 連結貸借対照表 

                                 (単位：千円) 

期 別

科 目 

  
第 11 期末 

  
(平成 22 年 9 月 30 日現在）

第 12 期  
第 1 四半期  

(平成 22 年 12 月 31 日現在）

第 12 期  
第 2 四半期   

(平成 23 年 3 月 31 日現在） 

第 12 期  
第 3 四半期  

(平成 23 年 6 月 30 日現在）

（資産の部）     

流動資産     

現金及び預金 38,762 85,368 123,041 142,498 

売掛金 111,072 128,979 104,178 87,048 

たな卸資産 9,550 4,615 1,519 1,812 

繰延税金資産 42,528 42,528 15,726 15,726 

未収入金 8,548 7,109 5,232 2,362 

前払費用 8,142 2,086 2,085 2,343 

その他 411 6,284 4,169 5,087 

 貸倒引当金 △702 △702 △404 △404 

流動資産合計 218,315 276,269 255,549 256,474 

固定資産     

有形固定資産     

 建物 902 864 827 789 

 工具、器具及び備品 2,884 2,582 2,097 1,796 

  有形固定資産合計 3,786 3,447 2,924 2,585 

無形固定資産     

 のれん 43,357 41,284 36,868 34,695 

 ソフトウェア 64,500 58,349 50,066 43,229 

  無形固定資産合計 107,858 99,634 86,934 77,925 

投資その他資産     

長期前払費用 5,975 5,870 5,563 5,149 

預託保証金 7,425 7,430 7,430 7,430 

長期貸付金 － 6,316 5,240 4,821 

投資その他資産合計 13,401 19,617 18,234 17,401 

固定資産合計 125,045 122,698 108,093 97,912 

資産合計 343,361 398,968 363,643 354,387 
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(単位：千円) 

 

 

  
第 11 期末 

  
(平成 22 年 9 月 30 日現在）

第 12 期  
第 1 四半期  

(平成 22 年 12 月 31 日現在）

第 12 期  
第 2 四半期  

(平成 23 年 3 月 31 日現在） 

第 12 期  
第 3 四半期  

(平成 23 年 6 月 30 日現在）

（負債の部）     

流動負債     

 買掛金 19,469 27,518 28,865 20,237 

 短期借入金 － － 25,000 25,000 

 一年以内償還予定社債 50,000 50,000 25,000 25,000 

 一年以内返済予定長期借入金 49,904 49,904 49,904 49,904 

未払金 28,527 13,075 5,693 6,803 

未払法人税等 619 265 265 － 

未払消費税等 3,778 10,928 11,021 15,938 

預り金 10,945 17,184 10,192 9,828 

前受収益 15,650 13,327 14,024 14,696 

その他 3,890 50,725 34,300 31,562 

流動負債合計 182,787 232,929 204,268 198,970 

固定負債     

社債 76,000 76,000 76,000 76,000 

長期借入金 155,000 153,980 152,960 151,940 

固定負債合計 231,000 229,980 228,960 227,940 

 負債合計 413,787 462,909 433,228 426,910 

（純資産の部）     

株主資本     

資本金 10,000 10,000 10,000 10,000 

資本剰余金 4,050 4,050 4,050 4,050 

利益剰余金 △84,475 △77,991 △83,635 △86,573 

株主資本合計 △70,425 △63,941 △69,585 △72,523 

純資産合計 △70,425 △63,941 △69,585 △72,523 

負債・純資産合計 343,361 398,968 363,643 354,387 

     

  ※記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 （注） 

期 別
科 目 

  
第 11 期末 

  
(平成 22 年 9 月 30 日現在）

第 12 期  
第 1 四半期  

(平成 22 年 12 月 31 日現在）

第 12 期  
第 2 四半期   

(平成 23 年 3 月 31 日現在） 

第 12 期  
第 3 四半期  

(平成 23 年 6 月 30 日現在）

発 行 済 株 式 総 数 10,000 株 10,000 株 10,000 株 10,000 株

1 株当たり純資産額 △7,042 円 60 銭 △6,394 円 10 銭 △6,958 円 54 銭 △7,252 円 36 銭
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(4) 連結株主資本等変動計算書 

第 12 期第 3四半期（自 平成 22 年 10 月 1 日 至 平成 23 年 6 月 30 日） 

 （単位：千円） 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 
純資産合計

平成 22 年 9 月 30 日残高 10,000 4,050 △84,475 △70,425 △70,425

第 1 四半期中の変動額  

四半期純利益 6,484 6,484 6,484

第 1 四半期中の変動額合計 6,484 6,484 6,484

平成 22 年 12 月 31 日残高 10,000 4,050 △77,991 △63,941 △63,941

第 2 四半期中の変動額  

四半期純損失 △5,644 △5,644 △5,644

第 2 四半期中の変動額合計 △5,644 △5,644 △5,644

平成 23 年 3 月 31 日残高 10,000 4,050 △83,635 △69,585 △69,585

第 3 四半期中の変動額  

四半期純損失 △2,938 △2,938 △2,938

第 3 四半期中の変動額合計 △2,938 △2,938 △2,938

平成 23 年 6 月 30 日残高 10,000 4,050 △86,573 △72,523 △72,523

 

(5) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

1． 法人税、住民税及び事業税は既支払額を計上しております。 

2． 未収収益、未払費用等の経過勘定項目のうち、重要性の低い項目は、四半期決算書上資産及び負債への計上を

省略しております。 

3． 貸倒引当金及び賞与引当金については、四半期の評価は省略しております。 

4． 各四半期の減価償却費は年間見積額の 1/4 に該当する金額を計上しております。 

 なお、当該四半期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書並びに連結キ

ャッシュ・フロー計算書については、公認会計士等の監査を受けておりません。 

 

(6) 会計方針の変更 

 該当事項はありません。 
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(7) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
第12期第3四半期 

(自 平成22年10月 1日 
至 平成23年 6月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益  24,704 

減価償却費  29,740 

貸倒引当金の増減額  △297 

固定資産除去損  1,493 

受取利息及び受取配当金  △488 

支払利息  5,857 

売上債権の増減額  24,024 

たな卸資産の増減額  7,738 

その他の流動資産の増減額  7,309 

仕入債務の増減額  767 

その他の流動負債の増減額  16,036 

小計  116,887 

 利息及び配当金の受取額  488 

 利息の支払額  △5,857 

 法人税等の支払額  △620 

営業活動によるキャッシュ・フロー  110,896 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  投資有価証券の取得による支出  △100 

  貸付による支出  △6,590 

  貸付金の回収による収入  1,768 

  その他  821 

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,100 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   

  長期借入金の返済による支出  △3,060 

  短期借入金の借入による収入  25,000 

 社債の償還による支出  △25,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,060 

 現金及び現金同等物の増加額  103,736 

 現金及び現金同等物の期首残高  38,762 

 現金及び現金同等物の期末残高 注2 142,498 

   
(注)1 手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に 

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資 
2 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 142,498千円
現金及び現金同等物 142,498千円

 

４．その他 

連結子会社である株式会社ユースについては、3月 31 日に解散決議を行い、現在、清算結了に向け

て手続中です。 

以上 



 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、
投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成す
る新株式発行に関する会社内容説明書をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさる
ようお願いいたします。 

       

 
平成 23 年 7 月 27 日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 
代表者名  代表取締役 小澤 勝 
（コード 3651） 
問合せ先  
役職・氏名 取締役 西出 靖 
電話 03-5332-6751 
 

公募による新株式発行の変更日程等の確定に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成23年7月19日にお知らせしました平成23年3月14日

及び平成23年5月17日の取締役会において決議した公募による新株式の発行の変更日程について、

下記の日程にて募集することを決議いたしましたので、お知らせいたします。また、発行新株式

数についても変更しましたので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

募集の日程及び概要 

1. 証券会社申込取扱期間     平成23年8月1日(月)から平成23年9月30日(金) 

2. 払込期日           平成23年10月5日(水) 

3. 発行新株式数         普通株式 200株 

4. 発行価額           １株につき金50,000円 

5. 募集価額           １株につき金55,000円 

6. 発行価額の総額         10,000,000円 

7. 発行価額中資本に組入れない額 １株につき金25,000円 

8. 募集取扱証券会社       キャタリスト証券株式会社 本店 

9. 株式の払込取扱機関      沖縄銀行本店 

10. 募集方法            一般募集 

11. 申込株式単位         1株 

12. その他本募集株式の発行について必要な事項は代表取締役に一任する。 

 



 

ご注意：この文書は、当社の新株式発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、
投資勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成す
る新株式発行に関する会社内容説明書をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさる
ようお願いいたします。 

 

 

【ご参考】 

１． 発行済株式総数の推移（資本金の推移） 

現在の発行済株式総数 普通株式 10,000株（平成23年7月27日現在） 

今回の増加株式数   普通株式 200株 

増資後発行済株式総数 普通株式 10,200株 

現在の資本金     10,000,000円（平成23年7月27日現在） 

今回の増加資本金    5,000,000円 

増資後資本金     15,000,000円 

 

２．調達資金の使途 

当社グループの事業拡大への投資と運転資金（新規採用による増加人件費、広告宣伝費、ソフ

トウェア開発費、施設移転関連費用、事業買収関連費、ほか）に充当する予定です。 
 

３． 株主への利益配分等 

当社は、非公開企業であったため、設立から今日まで無配当でした。株式公開後は、再投資に

よる企業成長と健全なキャッシュ・フローを阻害しない範囲で剰余金の配当を検討したいと考え

ています。 

 

４．過去3年以内にエクイティ・ファイナンスは行っておりません。 

 

５．その他 

 事業計画につきましては、企業買収の2案件について大詰めの段階となっておりましたが、内1

社は見合せとなり、残りの1社については継続交渉中ですが、近々の契約成立等はない見込みとな

りましたことから、今回計画数値についての変更はございません。 

 また、募集金額については、東北大震災直後で投資環境も依然厳しく、また当社の近々の資金

需要を鑑み、募集金額を変更することに決定しました。 

以上 
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